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研究班について 

 

 

 

日常のさまざまな場面や作業労働現場における疼痛の発生及び慢性化や、それに伴う就労継続困難を始め

とする社会参加困難は、社会的に大きな問題となっています。 

本研究班では、労働現場における疼痛の発生状況や就労への影響に関する実態把握を、関連医療機関等と

の連携の下で「患者本人の視点で」実施し、労働現場における疼痛の発生予防や慢性化予防に関する科学的

知見の収集・分析を行うことを研究目標としています。パーソナルヘルスレコード(PHR)の活用促進に資する

患者報告アウトカム尺度(PROMs)を探る、実態把握調査を実施するとともに実装策を探り、実装課題や解消策

等を明らかにしようと試みているのはそのためです。患者報告アウトカム尺度(PROMs)は本人参加を担保し、

パーソナルヘルスレコード(PHR)の活用促進はヘルスモニタリングシステムを、共創型情報プラットフォーム

とすることができます。令和 4年度は、最終年度の本調査でオプトイン方式データについて慎重に探るため

のプレ調査を実施しました。 

また、得られた知見を用いて、疼痛の発生予防・慢性化予防・疼痛による離職防止・慢性疼痛患者の就労

支援に寄与するマニュアルに基づいてセルフマネジメント支援方法を作成するとともに、海外の先進的な取

り組みの視察や意見交換を行うことで、その活用により慢性疼痛患者の仕事との両立等の総合的な支援体制

の構築に貢献することを目標としました。さらに、関連学会や関係団体、企業、患者会等と連携した様々な

普及・啓発活動、患者の QOL維持・向上に資する成果、適切な医療提供体制の構築等への貢献も期待してい

ます。 

そのため研究班組織として、慢性疼痛診療に関連するさまざまな専門家(脳神経内科、麻酔科、ペインク

リニック科、整形外科、リハビリテーション科、精神科、心療内科等の専門医、臨床心理士、公認心理士、

理学療法士、保健師、看護師等)を研究分担者とする研究班体制を構築すると共に、慢性疼痛患者の就労の関

連者（専門家、産業医、行政、関係団体、企業等）や慢性疼痛患者の意見が反映される体制を整備するた

め、疫学の専門家や保健師が研究班に参画するとともに、社会福祉の専門家についても協力を得る体制を整

えてきています。さらに、慢性疼痛患者の就労等に関する情報の取りまとめ、普及・啓発活動、診療体制の

構築等の施策の地域における実装ならびに人材育成を促進するため、研究協力者として若手研究者・女性研

究者の参画を求め、関連学会や本研究事業の他の研究班との連携の下に研究を実施しています。 

 

本研究班では、主に以下のような成果を、本研究事業の他の研究班と連携することで、期待しています。 

 産官学の連携のもと患者当事者の視点による、労働現場における疼痛の発生及び慢性化の現状、それ

に伴う就労不能を中心とした社会参加困難の、国際的・道徳的に妥当なセキュリティ確保方策による実態把

握と、社会復帰へ向けた課題の明確化。 

 各職域における痛みの発生や、慢性化の機序に着目した既存の慢性疼痛予防マニュアルを活用して開

発したセルフマネジメント支援方法について、海外視察や既存の就労支援マニュアル等と組み合わせた普

及・活用方法の開発と効果の検証、及び検証結果を踏まえて修正したマニュアル等による就労支援推進方策

の検討。 

 

 

令和 5年 5月 30日 

 

令和 4年度厚生労働科学研究費補助金(慢性の痛み政策研究事業) 

研究課題名: 慢性の痛み患者への就労支援の推進に資する研究 （22FG1001） 

研究代表者：橘 とも子 
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研究分担者氏名・所属研究機関名及び 
所属研究機関における職名 

 

 
 

田邉豊 順天堂大学医学部附属練馬病院麻酔

科・ペインクリニック 准教授 
松原貴子 神戸学院大学総合リハビリテーショ

ン学部 教授 
牛田享宏 愛知医科大学疼痛緩和外科・いたみ

センター センター長 
臼井千恵 順天堂大学医学部・先任准教授 
木村慎二 新潟大学医歯学総合病院リハビリテ

ーション科 病院教授 
高井ゆかり 群馬県立県民健康科学大学 教授 
中島孝 国立病院機構新潟病院 院長 
丸谷美紀 国立保健医療科学院 統括研究官(保

健指導研究分野) 
 

Ａ．研究目的 
慢性痛の有病率22.5％、運動器慢性痛患者の

10％に就学と就労の制限があり、社会的損失は

3700億円に上るという問題があると報告される

我が国の疼痛管理に対して、6割の患者は諦め我

慢している実態にある。慢性痛への対応は世界的

な 課 題 で も あ り 、 World Health 

Organization(WHO)は2019年に"chronic pain"を

ICD-11に追加している。 

本研究は、全人的に疼痛自己管理を支える体制

を構築するため、パーソナルヘルスレコード

(PHR)の活用促進に資するPROMsを推進すること

で、匿名加工情報/仮名加工情報による実態把握

調査方法における倫理的課題や解消策ならびに

その他必要な事項を明らかにする。また慢性の痛

みを持つ方が就労を継続できるようセルフマネ

ジメントを支援するため、文献レビューならびに

自己管理支援の先進事例視察研究を行う。さらに、

パーソナルウェルビーイングの先進社会を目指

した普及啓発や実装の方法を探ることで、多様な

人々の慢性疼痛自己管理を全人的に就労支援で

きる、活力ある包摂社会体制の構築に成果を繋げ

ることが目的である。 
 
Ｂ．研究方法 

1. 研究推進体制の構築 

1) 関連他団体等との合同班会議(Web)参加によ

る調整 

2) 研究班体制構築・研究推進のための構築 

(1) 研究班会議 

第1～5回全体研究班会議 

(2) 多機関共同研究体制の構築 

① 構築 

・ R4プレ調査推進班 

・ R5調査票準備班 

 合同調査テクニカルミーティング開催 

・ 社会的支援班 

・ 就労支援準備班 

 就労支援ミーティング開催 

② 多機関一括倫理審査申請 

・ 多機関共同研究における手順の検討 

 

2. 普及啓発実施、広報媒体の作成・配布 

・ 講演の開催、オンデマンド配信 

研究要旨 
本研究は、多様な人々の慢性疼痛自己管理を全人的に就労支援できる、活力ある包摂社会体制を構築

することが目的である。令和４年度は、パーソナルヘルスレコード(PHR)の活用促進に資する患者報告
アウトカム尺度(PROMs)を探る実態把握調査を、プレ調査として実施するとともに実装策を探り、実装
課題や解消策等を明らかにした。また、慢性の痛みを持つ方の職の継続が支援できるよう、文献レビュ
ーならびに、自己管理支援の先進事例の視察研究を行った。パーソナルウェルビーイングの先進社会を
目指して普及啓発やプレ調査を行った。さらに講演「パーソナルウェルビーイングの先進社会を目指し
て」を開催し、「PHRを活用した健康づくり」及び「痛みのセルフマネジメント」をハイブリッド方式
で行うと共にオンデマンド配信し、「講演まとめ冊子」を作成し保健所や地方衛生研究所等に配布し
た。今後は、実態把握における本調査を進めると共に、専門家招聘や聞取り調査を併せる事で、持続可
能で効果的な価値共創型ヘルスモニタリングシステムのもと慢性の痛みを持つ方が就労を継続できるよ
う、セルフマネジメント支援する方法の開発普及を進める予定である。 
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・ 講演まとめ冊子の作成・配布  

 

3. 実態把握解析調査 （多機関共同研究） 

① プレ調査(実態把握調査)調査目的：パーソ

ナルヘルスレコード(PHR)の活用促進なら

びにPROMsの推進に資する実態把握調査体

系の構築や課題解消策を検討すること。 

② 調査方法 

・ 調査対象：研究班関係の研究者経由で調査

への協力同意を得た、18歳以上の病院利用

者(患者、家族、支援者、医療スタッフ、

等)。 

・ 調査方法：対象への調査回答協力依頼チラ

シを作成し、研究班メンバーに配布周知の

うえ、各施設での回答協力を依頼した。 

・ 調査期間:2023/02/09(木)～02/22(水) 

【図1：チラシ(調査)】 

【図2：調査票(アプリ画面に掲載)】 

1) HL7 FHIR規格のPHRとの連結を念頭に、情報の

収集・分譲機関において、仮名加工情報を提

供することの可能性（法第41条第６項により

読み替えて適用される法第27条第５項各号、

法第42条第２項により読み替えて準用される

法第27条第５項各号）などを検討するため、

プレ調査(Webアンケートによる実態調査)体系

との医療データ連結の安全性確保について検

討し共同利用の可能性・合理性を探る。 

 

4. 分担研究報告 

1) 慢性の痛み患者への就労支援の推進に資す

る研究 

・ 多機関共同研究体制の検討 

・ 方法、内容の有用性の検討 

【☞ 分担報告(田邉豊)】 

2) 慢性の痛み患者への就労支援の推進に資す

る研究.愛知医科大学疼痛緩和外科・いたみ

センターにおける慢性疼痛患者の病態特性. 

【☞ 分担報告(松原貴子・牛田享宏)】 

・ いたみセンターにおける慢性疼痛患者の

病態特性の検討 

・ 慢性一次性疼痛（chronic widespread 

pain：CWP）患者と慢性二次性筋骨格性疼

痛（chronic musculoskeletal pain：CMP）

患者を対象に、病態特性を多面的に評価し

比較検討 

・ 評価は、疼痛関連症状、心理社会的要因の

測定 

3) 慢性の痛み患者への就労支援の推進に資す

る研究      

【☞ 分担報告(臼井千恵)】 

・ プレ調査実態把握のための質問内容の決

定 

4) 慢性疼痛患者に対する認知行動療法に基づ

く「いきいきリハビリノート」による運動促

進法に関する研究 

【☞ 分担報告(木村慎二)】 

・ 2014年開発「いきいきリハビリノート」を

用いたCBTに基づく運動促進法を、慢性疼

痛患者37例に平均11か月施行。 

5) 慢性の痛み患者への就労支援の推進に資す

る研究における倫理審査手順に関する研究 

【☞ 分担報告(中島孝)】 

・ 多機関一括倫理審査申請における倫理審

査手順の検討 

6) 慢性の痛み患者への就労支援の推進に資す

る研究      

【☞ 分担報告(高井ゆかり)】 

・ 訪問介護員、介護支援専門員へのインタビ

ュー調査による、仕事の継続や在宅看取り

を可能とした支援の検討 

7) 慢性の痛み患者への就労支援の推進に資す

る研究.文献検討並びに海外視察に基づく

Total Pain Managementの課題 

【☞ 分担報告(丸谷美紀)】 

・ 文献検討並びに海外視察より、慢性の痛み

患者への就労支援に向け、Total Pain 

Managementの課題を整理する。 

・ 令和5年度聞取り調査の企画立案 

・ 海外視察 

 

（倫理面への配慮） 

〇「Ｂ．研究方法」「1)プレ調査」：国立保健医

療科学院倫理審査委員会承認番号 NIPH-

IBRA#12400、2022年10月31日承認 

〇「Ｂ．研究方法」「4.2) 慢性の痛み患者への就

労支援の推進に資する研究.愛知医科大学疼痛

緩和外科・いたみセンターにおける慢性疼痛患

者の病態特性」：愛知医科大学、神戸学院大学の

各研究倫理審査委員会にて承認を受け実施 

〇「Ｂ．研究方法」「4.6)慢性の痛み患者への就

労支援の推進に資する研究」：群馬県立県民健康

科学大学の倫理審査委員会での承認を受け実施 

〇「Ｂ．研究方法」「4.7)慢性の痛み患者への就

労支援の推進に資する研究.文献検討並びに海

外視察に基づくTotal Pain Managementの課題」：

国立保健医療科学院倫理審査委員会承認番号

NIPH-IBRA#12415、2023年2月16日承認 

 

Ｃ．研究結果 
1. 研究推進体制の構築 

1) 調査研究に必要な①周知および回答協力

を得るための広報媒体のデザイン・作成、②回答

協力および匿名加工情報を得るための調査回答

媒体のデザイン・作成、③調査票アプリの回答デ

ータ回収・集計、並びに④サーバー上へのアンケ

ートサイトの構築、を行い、PHR活用実態調査の
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試行準備を完了した。 

2) 多機関共同研究における多機関一括倫理

審査申請においては、共同研究を行う共同研究

者の所属施設における手順書や施設内手順の確

認徹底等が課題であった。 

【表1:体制構築(R4)】 

【☞ 分担報告(中島孝)】 

 

2. 普及啓発実施、広報媒体の作成・配布 

研究班主催の講演として、令和5年2月26日 

研究班主催講演「パーソナルウェルビーイング

の先進社会を目指して」を開催し、講演Ⅰ(テー

マ「PHRを活用した健康づくり」)及び講演Ⅱ(「痛

みのセルフマネジメント」)を、ハイブリッド方

式ならびにオンデマンド方式で配信した。さらに

「講演まとめ冊子」を編集作成し、保健所や地方

衛生研究所等に配布した。 

【資料1：講演まとめ冊子】 

 

1) 研究班主催講演「パーソナルウェルビーイング

の先進社会を目指して」の概要及びプログラム

は、図に示すとおりである。 

 

******************************************* 

日程:令和5年2月26日(日)11:00-13:00 

会場:丸ノ内ホテル多目的貸会議室 及びオンラ

インでのハイブリッド開催 

プログラム 

11:00-11:15 研究説明(橘とも子) 

11:15-12:00 講演Ⅰ「PHRを活用した健康づく

り」 

12:00-13:00 講演Ⅱ「痛みのセルフマネジメ

ント」 

※講演Ⅰ・Ⅱは、後日(令和5年3月31日まで)オ

ンデマンド配信 

******************************************* 

図3: 講演「パーソナルウェルビーイングの先進

社会を目指して」の概要及びプログラム 

 

2) 講演まとめ冊子 配布状況の概要 

講演まとめ冊子を作成し、普及啓発用媒体とし

て郵送配布した宛先は、表2のとおりである。 

 

表2: 講演まとめ冊子 配布リスト 

配布先 件数  配布冊

数 

NPO 1  5 

地方衛生研究

所 

83  166 

保健所 468  936 

科学院関係者 3  50 

手渡し配布 1  12 

保健医療情報 1  2 

政策研究セン

ター 

研究分担協力

者 

13  520 

研究代表者 1  250 

計  1,941 

 

3) 個人データの国際電子流通に関するOECDガ

イドライン 

日本の個人情報保護法に謳われているOECD8原

則について、主要ガイドラインを確認した。      

https://www.oecd-ilibrary.org/science-

and-technology/oecd-guidelines-on-the-

protection-of-privacy-and-transborder-

flows-of-personal-data_9789264196391-en 

 

3. 実態把握解析調査 
1) プレ調査(実態査)････多機関共同研究 

PROを入手するためのプレ調査では、科学院
の無料オンライン調査ツールへの入力回答を、C
SV形式データとして集計し、令和5年度の本調査
に備えるため、第4回班会議でプレ調査速報とし
て報告した。(図4:プレ調査速報) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
2)本調査解析の企画立案 (モデル方法、各専門分
野での分析)[オプトイン方式データ解析方策の
検討]を行った。 

令和4年度研究成果の1つであるプレ調査に
準じた調査体系により、回収データセットの単
純集計・クロス集計・自由記述の専門分野別テキ
ストマイニングによる集計分析を行う。さらに
目的項目を「慢性の痛みに関する ①症状、②処
方情報、③治療情報」と明記したオプトイン方式
データについて協力同意を得た上で利用し、慢
性の痛み患者への就労支援に資する解析デザイ
ンやモデル方策を解析検討する。 

 
4. 分担研究報告 

1) 慢性の痛み患者への就労支援の推進に資す

https://www.oecd-ilibrary.org/science-and-technology/oecd-guidelines-on-the-protection-of-privacy-and-transborder-flows-of-personal-data_9789264196391-en
https://www.oecd-ilibrary.org/science-and-technology/oecd-guidelines-on-the-protection-of-privacy-and-transborder-flows-of-personal-data_9789264196391-en
https://www.oecd-ilibrary.org/science-and-technology/oecd-guidelines-on-the-protection-of-privacy-and-transborder-flows-of-personal-data_9789264196391-en
https://www.oecd-ilibrary.org/science-and-technology/oecd-guidelines-on-the-protection-of-privacy-and-transborder-flows-of-personal-data_9789264196391-en
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る研究 

 

2) 慢性の痛み患者への就労支援の推進に資す

る研究.愛知医科大学疼痛緩和外科・いたみ

センターにおける慢性疼痛患者の病態特性 

 

3)  慢性の痛み患者への就労支援の推進に資

する研究 

 

4)  慢性疼痛患者に対する認知行動療法に基

づく「いきいきリハビリノート」による運動

促進法に関する研究 

 

5) 慢性の痛み患者への就労支援の推進に資す

る研究における倫理審査手順に関する研究 

【資料2：神経難病の緩和ケア】 

 

6)  慢性の痛み患者への就労支援の推進に資

する研究 

 

7)  慢性の痛み患者への就労支援の推進に資

する研究.文献検討並びに海外視察に基づ

くTotal Pain Managementの課題 

【資料3：別紙1 訪問先】 

 

Ｄ．考察 

近年日本では、さまざまな健康状態に苦しむ

人々が自らのケアを管理できるよう、社会支援制

度の整備に向けた動きが徐々に進んでいる。医療

機関での治療法のみに焦点を当てるのではなく、

慢性疾患を構成するあらゆる側面を、時代に即し

て再評価する「見直し」が重要である。未来投資

戦略2017以降、厚生労働省には、データヘルス改

革推進本部が設置され、2021年「データヘルス改

革に関する工程表及び今後の検討について」が策

定・推進されている。その目指す目標は、「マイ

ナポータル等を通じて、自身の保健医療情報を把

握できるようにするとともに、UI（ユーザーイン

ターフェース）にも優れた仕組みを構築」し、「健

診情報やレセプト・処方箋情報、電子カルテ情報、

介護情報等を、患者本人はもとより、医療機関や

介護事業所でも閲覧し共有可能とする仕組みを

整備すること」である。これにより、「国民が生

涯にわたり自身の保健医療情報を把握できると

共に、医療機関や介護事業所がニーズを踏まえた

最適サービスを提供できるよう」主な取組みの着

実な実現が、新社会システムのためにも重要であ

る。 

近年、少子高齢化人口減少に伴って多くの人々

が、慢性疼痛の症状等、さまざまな傷病の健康課

題を抱えながら長生きするようになった。今後の

セルフマネジメント支援社会では、生きがいや社

会への貢献方策を探る人々を、各々のQOLに応じ

て支援する為の、持続可能で経済発展にも寄与す

る情報基盤が求められよう。そのための医療情報

管理システムとしてPHRは、分野による切れ目や

格差のない患者当事者発の情報共有基盤として、

多様な地域に提示しうる国の情報プラットフォ

ームになると思われる。その際、人口構造や社会

環境の激変を背景に日本が、先進国の位置づけや

質を保ちつつ「プライバシー保護と個人データの

国際流通の推進」を進めていくには、OECD(経済

協力開発機構)の勧告8原則に従う必要がある。本

研究を推進することで「個人参加の原則(自身の

データについて所在・内容等を確認できる)」を

はじめとするOECD8原則に沿った情報プラットフ

ォームが必要である。本研究が成果として目指す

「セルフマネジメントに基づくケア社会とする

ための、取組み方法のモデルが、誰もとり残さず

に進められる」というメリットや持続可能性の観

点からも、ヘルスデータの情報プラットフォーム

としてPHRに軸足を置く意義は大きいと思われた。 

 

Ｅ．結論 

全人的に疼痛自己管理を支える体制を構築す

るため、(1)PHR活用促進に必要な実態把握調査方

法や、(2)慢性の痛みを持つ方が就労継続するた

めのセルフマネジメント支援方法の作成・試行・

普及策を検討した。多様な個人のリスキリングや

生きがいを支援できる、活力ある包摂社会体制を

成果としてさらに目指す。 

 

Ｆ．健康危険情報 
  なし 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
1) 池田哲彦.中島孝.神経難病の緩和ケア.西智弘、

松本禎久、森雅紀、山口崇 編.緩和ケアレジデ
ントマニュアル第2版. 医学書院.東京.2022.p.
396-406. 

2) 松原貴子、服部貴文、丹羽祐斗. 理学療法.森本
昌宏、他.腰痛・腰下肢痛診療のキーポイント.
克誠堂.東京.2022.p.352-357. 

3) 松原貴子.運動療法.森本昌宏、他.腰痛・腰下肢
痛診療のキーポイント.克誠堂.東京.2022.p.3
58-363. 

4) 松原貴子.ペインリハビリテーションの実際.
山本達郎、他.痛み診療All in One.文光堂.東
京.2022.p.219-227. 

5) 高井ゆかり.アセスメントに基づいたケアプラ
ンを立てる、認知症の人に生じやすい身体的・
精神的痛み.認知症の緩和ケアに関する研究会.
 認知症plus緩和ケア.日本看護協会出版会. 
東京.2023.P.79-80、p.99-103. 

6) 高井ゆかり.痛み.真田弘美、正木治恵.老年看
護学技術.最後までその人らしく生きることを
支援する.南江堂.東京.2023.p.231. 
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2.  学会発表 
1) 橘とも子．パーソナルヘルスコード（PHR）を用

いた地域連携．第60回日本医療・病院管理学会
学術総会；2022.9.16-18；Web．同抄録集．p.8
5-91. 

2) 橘とも子．慢性の痛み患者への就労支援を推進
する社会の為の、QOLアウトカムを加えたPHR
（パーソナルヘルスレコード）による実態調査
解析．第60回日本医療・病院管理学会学術総会；
2022.9.16-18；Web．同抄録集．p.181. 

3) 橘とも子、水島洋、小林慎治、佐藤眞一、江藤
亜紀子．災害時の安心・安全に向けた、在宅患
者報告アウトカム（PRO）データの有用性検証．
第81回公衆衛生学会総会；2022.10.7-9；甲府．
同抄録集．p.447. 

4) 橘とも子.研究代表者.PHRを活用した健康づく
り.パーソナルウェルビーイングの先進社会を
目指して. 令和4年度厚生労働科学研究費補助
金（慢性の痛み政策研究事業）研究課題「慢性
の痛み患者への就労支援の推進に資する研究
（課題番号22FG1001）」講演； 2023.2.26；We
b（東京）．令和4年度講演まとめ冊子.p.1-16. 

5) 橘とも子．演題5．パーソナルヘルスレコード（P
HR）の結核感染症対策への活用．令和4年度結核
指導者養成研修修了者による全国会議研究会；
2022.12.10；東京．公益財団法人結核予防会演
題集．p.5. 

6) 橘とも子、丸谷美紀. 慢性の痛み患者への就労
支援のためのPHR活用促進.第27回日本医療情
報学会春季学術大会；2023.6.29～7.1；沖縄．
(印刷中) 

7) Takenori Aida、 Akira Shionoya、Hirofumi 
Nonaka、et al、. Exploration of an inflec
tion point of ventilation parameters with
 anaerobic threshold using strucchange. S
ensors vol22(7);2022. https://doi.org/10.
3390/s22072682 

8) Yasushi Onishi、Shinji Kimura、Koichi Ben
jamin Ishikawa、Shunya Ikeda. Clarificati
on of factors determining discharge desti
nation among elderly patients after strok
e with low levels of independence in acti
vities of daily living:A retrospective st
udy. Archives of Rehabilitation Research 
and Clinical Translation.2022. https://do
i.org/10.1016/j.arrct.2022.100226. 

9) 田邉豊. 慢性疼痛とは。慢性疼痛の現状と課題.
 麻酔2023;72: 202-208. 

10) Nagai S、 Niwa H、 Terajima Y、 Igari
 H、 Arai YC、 Yamashita T、 Taguchi T、 
Nakakura M、 Ushida T. The Relationship b
etween Numbness and Quality of Life. J Cl
in Med. 2023;12(4): 1324. 

11) Ushida T. [Chronic Pain: Definition/
Conception/Classification of Pain]. Brain
 Nerve. 2023; 75(3): 201-205. 

12) Nozawa K、 Karasawa Y、 Shidahara Y、
 Ushida T. Efficacy of Combination Therapy 
with Pregabalin in Neuropathic Pain: A Precl
inical Study in the Rat 2022L5 Spinal Nerve 
Ligation Model. J Pain Res.2022;15: 3469-34
78. 

13) 臼井千恵. 線維筋痛症. 臨床精神薬理.2

022:25(5);513-519. 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1. 特許取得 
 なし 
 
 2. 実用新案登録 
 なし 
 
 3.その他 
 なし 
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【図 1：チラシ(調査)】
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【図2：調査票(アプリ画面に掲載)】 

Web実態調査 本調査の説明文書・調査票 

 

「慢性の痛み」について国内の学術学会では、「急性疾患の通常の経過あるいは創傷の治癒に要する妥

当な時間を超えて持続する痛み」など、さまざまな定義の仕方がなされています。このアンケートで

は、これを 1つの目安(めやす)に、ご自分の状況を教えてください。 

なお、この調査の対象は、「18 歳以上の、幅広い年齢層の方」です。 

また、「何らかの理由で、ご自身での回答が不可能な方」は【代理人】に回答をお願いすることも可能

です。ただしその場合は、「ご本人」の回答を代理人がそのまま入力いただくこととし、「代理人が修

正・変更しないよう」お願いいたします。 

 

無料のアプリである、｢itamin(いたみん)｣の URLを送付しますので自由にご利用してください。「いた

みん」は、全国各地の「慢性の痛み情報センター」が提供する、痛みについて自動でやりとりができる

AIチャットボットです。新機能がさらに追加されています。すてきな「壁紙」が、入手できます! 

 

「痛み」に関する様々な情報を得るため、ぜひ、お役立てください。 

https://itami-net.or.jp/line_itamin 

 

1 年齢:[         ]歳 

2 慢性の痛み (日本語版 SSS-8)¶ 

2.1 最近 1週間を通して、以下の体の問題について、どの程度悩まされていますか? 

最近 1 週間を通して、以下の体の問題について、どの程度悩まされていますか? 
 ぜんぜん

悩まされ
ていない 

わずかに
悩まされ
ている 

少し悩
まされ
ている 

かなり悩
まされて
いる 

とても悩
まされて
いる 

1. 胃腸の不調 □0 □1 □2 □3 □4 
2. 背中、または腰の痛み □0 □1 □2 □3 □4 
3. 腕、脚、または関節の痛み □0 □1 □2 □3 □4 
4. 頭痛 □0 □1 □2 □3 □4 
5. 胸の痛み、または息切れ □0 □1 □2 □3 □4 
6. めまい □0 □1 □2 □3 □4 
7. 疲れている、または元気が

出ない 
□0 □1 □2 □3 □4 

8. 睡眠に支障がある □0 □1 □2 □3 □4 
 

2.2 「痛み」に対して、何らかの医療的ケアを受けていますか? (受けたことがありますか?): ①

ある「治療あり(治療した)」、②ある「治療なし (診察・診療のみ)」、③なし「病院で相談し

たことはない」、④その他(  ) 

3 傷病(診断)、現在かかっている病気やけがを教えてください。(いくつでも)[      ] 

4 障害(手帳):あなたがお持ちの「障害」について、教えてください。 

   持ってい

ない 

持ってい

る 

該当するが申

請していない 

その他 

身体 身体障害 身体障害者手帳 □0 □1 □2 □3 
知的 知的障害 療育手帳 □0 □1 □2 □3 
精神 精神障害 手帳所持または

精神通院 
□0 □1 □2 □3 

重複 身体・知的・精神の障害のうち 2 □0 □1 □2 □3 
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つ以上を有する 

難病  難病認定 □0 □1 □2 □3 
その他 発達障害 □0 □1 □2 □3 
その他 高次脳機能障害 □0 □1 □2 □3 

5 難病(認定):認定されている難病で、現在、お持ちの病気を教えてください。(いくつで

も)[      ] 

6 就労 

6.1 現状「現在どのように就労していますか」: 

①フルタイム、②パートタイム、③アルバイト、④嘱託、 

⑤その他( )、⑥無職 

6.2 種類:①専門的・技術的職業、②管理的職業、③事務、④販売、⑤保安職業、⑥サービス職

業、⑦農林漁業、⑧運輸・通信、⑨技能工・採掘・製造・建設・労務、⑩その他(   ) 

6.3 しごとを選んだ(選ぼうとした)理由: (複数回答可)あてはまるもの:①自分の都合のよい時間

に働けるから、②家計の補助・学費等を得たいから、③家庭の事情(家事・育児・介護等)や他

の活動(趣味・学習等)と両立しやすいから、④通勤時間が短いから、⑤自分で自由に使えるお

金を得たいから、⑥正社員として働ける会社がなかったから、⑦勤務時間や労働日数が短いか

ら、⑧専門的な資格・技能を活かせるから 

6.4 慢性の痛みやお仕事について、「患者さんがどう思っていますか?」「とても満足」を 10 点、

「まったく不満足」を 0点とすると、現在のくらしの総合評価は、何点くらいになると思いま

すか。 

とても満足                      まったく不満足 

 10           8           6     5     4           2           0 

 

6.5 就労について「不安」はどのくらいありますか?「強い不安がある」を 10点、「まったく不安

に思わない」を 0点とすると、何点くらいになりますか。 

まったく不安なし                    とても不安 

 10           8           6     5     4           2           0 

 

6.6 「家族や知人など、周囲の支援」はどのくらい得られますか? 

6.7 「どんな支援ニーズがあるのか」『〇〇の支援があれば働けるのになぁ･･･』、あるいは『･･･実

は、こんなことがあるから困っているのだけれど』など、感じることはありますか? 宜しかっ

たら、教えて下さい。 

6.8 20 才以上の方にお聞きします。障害者年金の申請をしたことがありますか? 

１．申請して現在年金を受けられる状態になっている 

２．申請したが審査で該当しないとされ年金は受けられない状態である。 

３．障害者年金の申請について現在検討中である。 

４．障害者年金の申請については、今まで検討したことがなかった。 

 

質問は、以上です。アンケートへのご協力、ありがとうございました。 

無料のアプリである、｢itamin(いたみん)｣の URLを送付しますので自由にご利用してください。

「いたみん」は、全国各地の「慢性の痛み情報センター」が提供する、痛みについて自動でやりとり

ができる AI チャットボットです。新機能がさらに追加されています。すてきな「壁紙」が、入手で

きます! 

「痛み」に関する様々な情報を得るため、ぜひ、お役立てください。 

https://itami-net.or.jp/line_itamin 

《参考文献》¶ 松平浩,他.日本語版 Somatic Symptom Scale-8(SSS-8[身体症状スケール])の

開発.心身医.2016;56(9):931-7. 

Ko Matsudaira, et.al., Development of a Linguistically Validated Japanese Version 

of the Somatic Scale-8 (SSS-8). Jpn J Psychosom Med 56:931-937,2016 

https://itami-net.or.jp/line_itamin
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【表 1：体制構築(R4)】 
 

 

代表者  

研究責任
者 

 「慢性疼痛患者の就労支援のためのオンライン実態調査」プレ調査票.倫理・実施分

析評価の総括・調整 

  (最終年度に向けて) 成果の普及のための、広報方策検討     (e.g. 教材・ホー

ムページ・講演会 etc.) 

橘（NIPH・社会医学/公衆衛生医）⇒・事務局・団体との連携調整・地域住民等への配
慮 

「研究機関」 

 =国立保健医療
科学院 

下部班 就労支援準備
班 

R5調査票準備班 R4プレ調査推
進班 

社会的支援班 「共同研究機
関」 

分担者  丸谷（NIPH公
衛看護） 

◆ 高井（群県県民
健科大・看護
師） 

 臼井（順大練馬
病院・精神科
医） 

 木村（新潟大医歯
学総合 HPリハ
医） 

 松原（神戸学院
大ﾘﾊ学理学療法
士） 

 丸谷(NIPH・看
護) 

 田邉（順大練馬
病院・麻酔ペイ
ン） 

 牛田（愛知医大
整/学際的痛み
セ） 

 中島（国立病院
機構新潟病院神
経内医） 

 丸谷(NIPH・看
護) 

 江藤（NIPH・疫学統
計） 

 丸谷（NIPH・公衆衛生
看護） 

 中島（国立病院機構新
潟病院神経内医） 

 

 群馬県立県

民健康科学

大 

 順天堂大学

練馬病院 

 新潟大医歯

学総合病院 

 神戸学院大 

 愛知医大 

 国立病院機

構新潟病院 

役割 

 

・右記を調
査分析し、
次年度の①
本調査、②
マニュアル
作成普及に
反映させる 

 成果の普及方策
検討 

 補足社会的支援
検討 

 R4調査の推進に
資する専門解析・
報告作成。 

 地域住民等への配
慮 

 

 R5 本調査の「調
査票(案)」検討作
成 

 Web 調査課題検
討 

 R4 調査結果への
専門解析報告。 

 地域住民等への
配慮 

 

 R4調査専門解
析。 

 PHR患者情報セ
キュリティ等の
課題抽出・解消
策/あり方提言 

 PHR実装体制の
ための ICD11・
ICF検討 

 地域住民等へ
の配慮 

 事務局機能補佐 

 体勢整備を見据えた R4

プレ調査の推進 

 課題抽出・解消策提案 

 R4調査の推進に資する
専門分野別解析・報告
作成。 

 地域住民等への配慮 

 ＰＨＲ実装体制
security検討 

協力者  細井(九大 Hp心
内科) 

 安野 (九大 Hp

心医) 

分担者の所属学会等
の協力者 

・水島(AWS・公衛
情) 

 水島(AWS・公衛
情) 

 

水島（AWS・公衆衛生情
報） 

「研究協力機
関」 

 九州大学病院 

ほか 

役割 マニュアルの心理面助言・慢性疼痛患者の意見収集助言・企業でのマニュアル試行補

佐 
 

情報の収
集・分譲 

アンケート回答データの収集・分譲 

その他、情報の収集・分譲の円滑な発展・課題解消の

ための事項 

 中村明央（昭和大

学・総合情報管理

医） 
 

「試料・情報の収
集・分譲を行う機
関」 

・学校法人昭和大

学 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅱ. 分担研究報告 
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令和４年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金（慢性の痛み政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

慢性の痛み患者への就労支援の推進に資する研究 

 

研究分担者  田邉豊   順天堂大学医学部附属練馬病院麻酔科・ペインクリニック准教授 

 

研究要旨 

全人的に疼痛自己管理を支える体制を構築するため、我が国の患者報告アウトカム尺 度（ＰＲ

ＯＭｓ）に資する具体策を検証する事で、パーソナルヘルスレコード(ＰＨＲ) など持続可能で

効果的な価値共創型ヘルスモニタリングシステムの活用実装策として 実態把握調査方策を探

り、慢性の痛みを持つ方が就労を継続できるようセルフマネジメントを支援する方法の作成・

試行検証・普及を行う。その結果、慢性疼痛就労関連の社会参加困難の実態把握方策や課題が

明確化されると共に、就労を継続できるようセ ルフマネジメントを支援する方法等の社会体制

が成果として期待される。 

 

Ａ．研究目的 

「慢性疼痛患者の就労支援のためのオンラ

イン実態調査」、「就労支援・自己管理支援マ

ニュアル等の作成・普及」を目標とした研究

を行い、慢性疼痛患者が就労し自分らしい生

活を享受できるよう身体・精神・社会側面か

ら全人的に疼痛自己管理を支える体制を構築

する。 

Ｂ．研究方法 

本年度の目標であった「慢性疼痛患者の就

労支援のためのオンライン実態調査」の本調

査に先立つプレ調査を行うための方法やその

内容を多機関共同研究として検討し、プレ調

査を施行する。 

（倫理面への配慮） 

WAKARUTEを用いたオンライン、アンケート

での実態調査であり、同意項目が配置され、

ている。 

Ｃ．研究結果 

（1）スマートフォンのパーソナルヘルスレ

コード(ＰＨＲ)( WAKARTE)を使用して患者

等へプレ調査を行う際に、多機関共同研究と

して必要な制度上の問題、手順書上の問題、

データ保管上の問題について明らかにし 解
決をおこなった。 
（2）WEB 画面、チラシなどでの本研究班

にとって最適な広報方法、プレ調査の項目に

患者の就労に際して重要な項目となる障害者

年金申請についての質問項目等を検討した。 
（3）慢性疼痛や就労関連の文献検索等を通

じ、パーソナルヘルスレコード （ＰＨＲ）を

活用した分析を行う際に必要な項目を整理分

析した。 

（4）令和 4 年度成果検討会、及び、講演会

に参加し、令和４年度のプレ調査等の成果に

ついて研究班相互で情報を共有し、外部助言

者による本調査への協力への機運を高め、令

和 5 年度の調査の円滑化を図り、最終 成果

物の質向上を目指した。 
Ｄ．考察 

慢性疼痛患者の就労支援に向けてパーソナ

ルヘルスレコード （ＰＨＲ）の導入は、現時

点では難しいが、今後、有用となっていく可

能性が検討できた。オンライン実態調査の本

調査がなされ実態が把握されることが次年度

目標に向けて有用となると考える。 
Ｅ．結論 
「慢性疼痛患者の就労支援のためのオンライ
ン実態調査」の本調査に先立つプレ調査を行
うための方法やその内容を多機関共同研究と
して検討し、達成された。 
Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表；なし 
2.  学会発表；なし 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 

1.特許取得；特になし 

2.実用新案登録；特になし 

3.その他；特になし 
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令和４年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金（慢性の痛み政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

慢性の痛み患者への就労支援の推進に資する研究 

－愛知医科大学疼痛緩和外科・いたみセンターにおける慢性疼痛患者の病態特性－ 

 

研究分担者  松原 貴子  神戸学院大学総合リハビリテーション学部 教授 

牛田 享宏  愛知医科大学疼痛緩和外科・いたみセンター センター長 

 

研究要旨 

 慢性疼痛患者の就労を困難にする要因の予備的分析として，慢性一次性疼痛（chronic 

widespread pain：CWP）患者と慢性二次性筋骨格性疼痛（chronic musculoskeletal pain：

CMP）患者を対象に，病態特性を多面的に評価し比較検討した。評価は，疼痛関連症状として主

観的疼痛強度(visual analogue scale：VAS)，疼痛生活障害（pain disability assessment 

scale：PDAS），中枢感作関連症状(central sensitization inventory：CSI)，心理社会的要因

として破局的思考(pain catastrophizing scale：PCS)，不安・抑うつ(hospital anxiety and 

depression Scale：HADS)，自己効力感(pain self-efficacy questionnaire：PSEQ)，睡眠障害

(Athens insomnia scale：AIS)，疼痛感作として主疼痛部と遠隔部の圧痛閾値（pressure pain 

threshold：PPT）を測定した。CWP群は CMP群と比較し，CSI，PDAS，HADS，AISが有意に高

値，主疼痛部 PPTが有意に低値であったが， NRS，PCS，PSEQ，遠隔部 PPTに群間差はなく両群

とも重度の値を示した。  

 

Ａ．研究目的 

 慢性疼痛患者の就労を困難にする要因とし

て，その病態特性の多面性および複雑性があ

る。現在，慢性疼痛は慢性一次性疼痛と慢性

二次性疼痛に分類されるが，それらの病態の

違い，さらに本邦患者のそれら病態特性につ

いては不明な点が多い。そこで今回，慢性一

次性・二次性疼痛患者の病態特性を多面的に

評価・比較し，その結果をもとに，就労・復職

の問題点の抽出及びより効果的な支援策の検

討に資することを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

対象は，愛知医科大学疼痛緩和外科・いた

みセンターを受診した慢性一次性疼痛患者

（慢性広範性疼痛 chronic widespread pain：

CWP）群 23 名と慢性二次性筋骨格性疼痛患者

（chronic musculoskeletal pain：CMP）群 20

名とした。評価は年齢，性別，体格指数（body 

mass index：BMI），疾患名のほか，疼痛関連

症状として主観的疼痛強度(visual analogue 

scale：VAS)，疼痛生活障害（pain disability 

assessment scale：PDAS），中枢感作関連症状

(central sensitization inventory：CSI)，

心理社会的要因として破局的思考(pain 

catastrophizing scale：PCS)，不安・抑うつ

(hospital anxiety and depression scale：

HADS)，自己効力感 (pain self-efficacy 

questionnaire：PSEQ) ，睡眠障害(Athens 

insomnia scale：AIS)，疼痛感作として定量

的感覚検査（quantitative sensory testing：

QST）による主疼痛部と遠隔部の圧痛閾値

（pressure pain threshold：PPT）の測定と

した。PPT はアルゴメーターを用いて加圧率

30 kPa/sで加圧し計測した。 

統計解析は，群間差をMann-Whitney U検定，

Fisherの正確確率検定を用いて解析し，有意

水準は 5%とした。 

 

（研究協力者） 

・ 服部貴文*（愛知医科大学医学部疼痛医学

講座研究員，神戸学院大学大学院総合リハ

ビリテーション学研究科博士後期課程，前

原整形外科リハビリテーションクリニッ

ク） 

＊本研究の計測・解析ならびに報告書作成に

おいて中心的な役割を果たした。 

（倫理面への配慮） 



15 
 

本研究は，愛知医科大学，神戸学院大学の

各研究倫理審査委員会にて承認を得たうえ，

対象者に本研究について十分に説明し同意を

得たうえで実施した。 

 

 

表 患者特性 

変数 CWP群 CMP群 P値 

n（人） 23 20  

年齢（歳） 48.3±13.0 66.7±14.9 <0.05 

性別（男：女，％）  9：91 30：70 n.s. 

BMI（kg/m²） 23.5±4.8 22.0±3.2 n.s. 

疾患名（人） 線維筋痛症（23） 
変形性関節症（3） 
変形性頚・腰椎症（14） 
腱付着部炎（3） 

n.s. 

CWP：chronic widespread pain（慢性広範性疼痛），CMP：chronic musculoskeletal pain（慢性

二次性筋骨格性疼痛），BMI：body mass index（体格指数）

 

 
図 1 疼痛関連症状，心理社会的要因に関する各評価項目の群間比較 

CWP：chronic widespread pain（慢性広範性疼痛），CMP：chronic musculoskeletal pain（慢

性二次性筋骨格性疼痛），VAS：visual analogue scale（主観的疼痛強度)，PDAS：pain 

disability assessment scale（疼痛生活障害），CSI：central sensitization inventory（中

枢感作関連症状)，PCS：pain catastrophizing scale（破局的思考)，HADS：hospital anxiety 

and depression scale（不安・抑うつ)，PSEQ：pain self-efficacy questionnaire（自己効力

感) ，AIS：Athens insomnia scale（睡眠障害) 
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図 2 疼痛感作に関する定量的感覚検査の群間比較 

CWP：chronic widespread pain（慢性広範性疼痛），CMP：chronic musculoskeletal pain（慢

性二次性筋骨格性疼痛），PPT：pressure pain threshold（圧痛閾値） 

 

Ｃ．研究結果 

年齢は CMP 群より CWP 群で有意に低値を示

し，性別と BMIは群間差がなかった（表）。 

図 1は疼痛関連症状と心理社会的要因に関す

る各評価項目の群間比較の結果を示す。

PDAS，CSI，HADS，AISは，CWP群で有意に高

値であった。VAS，PCS，PSEQは群間差がな

いものの，両群ともに高値であった。図 2は

疼痛感作に関する定量的感覚検査の群間比較

の結果を示しており，主疼痛部 PPTが CWP群

で有意に低値であった。 

 

Ｄ．考察 

CWPと CMPの患者特性として，CMP群の多く

が加齢に伴う変形性関節・脊椎症である一方，

CWP 群は若年者が多く就労層を多く含んでい

た。 

疼痛強度に群間差はなく，両群とも非常に

強い疼痛を有することが本研究の患者特性で

ある。それにもかかわらず，CWP群の方疼痛生

活障害が強く，中枢感作症候群が顕著であっ

た。これは広範囲に疼痛を呈する線維筋痛症

の特徴を反映している。 

心理社会的要因については，HADSと AISが

CWP群で有意に高値であり，広範性疼痛に伴う

重篤な不安・抑うつおよび睡眠障害が明らか

となった。さらに， PCS と PSEQ は群間差が

ないものの，PCSは両群ともカットオフ値を超

える者が多く，PSEQも両群ともに低値を示し，

慢性疼痛の種類に関わらず疼痛認知の変調を

呈していた。 

疼痛感作については，CWP 群で主疼痛部の

PPTが有意に低値であり，有痛部の痛覚感受性

が亢進する末梢感作を呈していた。ただし，

CWP の遠隔部 PPT に著変がみられないことか

ら，対象者数を増やして更なる解析が必要で

ある。 

 

Ｅ．結論 
 慢性疼痛のなかでも広範性疼痛と局所性の
筋骨格性疼痛とでは，異なる特性を示す病態
が存在する。今回，疼痛の程度が同程度の重度
であっても，広範性疼痛では疼痛生活障害や
中枢感作症候群が顕著で，重篤な不安・抑うつ
および睡眠障害とともに末梢感作を呈してい
た。一方，破局的思考や自己効力感はどのよう
な慢性疼痛患者であっても苛まれる疼痛認知
であることが明らかとなった。 
 
Ｆ．健康危険情報 

総括研究報告書にまとめて記載。 

 

Ｇ．研究発表  

1.論文発表 

【松原貴子】 

1） Hattori T, Shimo K, Niwa Y, Katsura 

Y, Tokiwa Y, Ohga S, Matsubara T: 

Pain Sensitization and Neuropathic 

Pain-like Symptoms Associated with 

Effectiveness of Exercise Therapy in 

Patients with Hip and Knee 

Osteoarthritis. Pain Res Manag. 2022. 

doi: 10.1155/2022/4323045 
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2） Hattori T, Ohga S, Shimo K, Niwa Y, 

Tokiwa Y, Matsubara T: Predictive 

Value of Pain Sensitization 

Associated with Response to Exercise 

Therapy in Patients with Knee 

Osteoarthritis: A Prospective Cohort 

Study. J Pain Res. 2022;15:3537-3546. 

doi: 10.2147/JPR.S385910 

3） Shimo K, Ogawa S, Niwa Y, Tokiwa Y, 

Dokita A, Kato S, Hattori T, 

Matsubara T: Inhibition of current 

perception thresholds in A-delta and 

C fibers through somatosensory 

stimulation of the body surface. Sci 

Rep. 2022;12(1):13705. doi: 

10.1038/s41598-022-18016-y 

4） Katsura Y, Ohga S, Shimo K, Hattori 

T, Yamada T, Matsubara T: Post-Stroke 

Complex Regional Pain Syndrome and 

Upper Limb Inactivity in Hemiplegic 

Patients: A Cross-Sectional Study. J 

Pain Res. 2022;15:3255-3262. doi: 

10.2147/JPR.S379840 

5） Niwa Y, Shimo K, Ohga S, Tokiwa Y, 

Hattori T, Matsubara T: Effects of 

Exercise-Induced Hypoalgesia at 

Different Aerobic Exercise 

Intensities in Healthy Young Adults. 

J Pain Res. 2022;15:3615-3624. doi: 

10.2147/JPR.S384306 

6） 松原貴子，服部貴文，丹羽祐斗：疼痛．

図解理学療法検査・測定ガイド第 3版，

内山靖編，文光堂，2023 

7） 松原貴子：理学療法．腰痛・腰下肢痛診

療のキーポイント，森本昌宏他編，克誠

堂，東京，2022，352-357 

8） 松原貴子：運動療法．腰痛・腰下肢痛診

療のキーポイント，森本昌宏他編，克誠

堂，東京，2022，358-363 

9） 松原貴子：ペインリハビリテーションの

実際．痛み診療 All in One，山本達郎他

編，文光堂，東京，2022，219-227 

10） 松原貴子，大賀智史，服部貴文，丹羽祐

斗．慢性疼痛と運動療法．J Clin Rehabil. 

2022: 31(12): 1202-1206 

【牛田享宏】 

1） Nagai S, Niwa H, Terajima Y, Igari H, 
Arai YC, Yamashita T, Taguchi T, 

Nakakura M, Ushida T. The 

Relationship between Numbness and 

Quality of Life. J Clin Med. 2023; 

12(4): 1324. 

2） Nozawa K, Lin Y, Ebata N, Wakabayashi 
R, Ushida T, Deie M, Kikuchi S. 

Perioperative Analgesics and 

Anesthesia as Risk Factors for 

Postoperative Chronic Opioid Use in 

Patients Undergoing Total Knee 

Arthroplasty: A Retrospective Cohort 

Study Using Japanese Hospital Claims 

Data. Drugs Real World Outcomes. 

2023; doi: 10.1007/s40801-023-00363-

5.  

3） Ushida T. [Chronic Pain: 

Definition/Conception/Classification 

of Pain]. Brain Nerve. 2023; 75(3): 

201-205.  

4） Koike H, Nishida Y, Shinomura T, 

Ohkawara B, Ohno K, Zhuo L, Kimata K, 

Ushida T, Imagama S. Possible 

Repositioning of an Oral Anti-

Osteoporotic Drug, Ipriflavone, for 

Treatment of Inflammatory Arthritis 

via Inhibitory Activity of KIAA1199, 

a Novel Potent Hyaluronidase. Int J 

Mol Sci. 2022; 23(8): 4089. 
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5） Shiro Y, Arai YC, Ikemoto T, Ushida 

T. Evaluating the Relationship Betwe

en Acute Pain Perception and Gut Mic

robiota Among Female University Stud

ents in Japan: A Prospective Cohort 

Study. Anesth Pain Med. 2022; 12(2):

 e122489. 

6） Shraim MA, Sluka KA, Sterling M, Are

ndt-Nielsen L, Argoff C, Bagraith K

S, Baron R, Brisby H, Carr DB, Chime

nti RL, Courtney CA, Curatolo M, Dar

nall BD, Ford JJ, Graven-Nielsen T, 

Kolski MC, Kosek E, Liebano RE, Merk

le SL, Parker R, Reis FJJ, Smart K, 

Smeets RJEM, Svensson P, Thompson B

L, Treede RD, Ushida T, Williamson O

D, Hodges PW. Features and methods t

o discriminate between mechanism-bas

ed categories of pain experienced in

 the musculoskeletal system: a Delph

i expert consensus study. Pain. 202

2; 163(9): 1812-1828. 

7） Nozawa K, Karasawa Y, Shidahara Y, 

Ushida T. Efficacy of Combination 

Therapy with Pregabalin in 

Neuropathic Pain: A Preclinical Study 

in the Rat L5 Spinal Nerve Ligation 

Model. J Pain Res. 2022; 15: 3469-

3478. 

8） Ushida T, Yokoyama M, Shiosakai K, 

Saito K, Ibe S, Okuizumi K. A large-

scale database study for the 

prescription status of a new voltage-

gated Ca2+ channel α2δ ligand, 

mirogabalin, in Japan. Expert Opin 

Pharmacother. 2022; 23(2): 273-283. 

9） 中楚友一朗, 井上雅之, 牛田享宏. 糖尿

病診療 update 糖尿病患者さんの運動

療法に役立つ慢性疼痛への理解. DM 

Ensemble. 2022; 11(1): 56-62. 

10） 杉浦健之, 牛田享宏, 川口善治, 丸山一

男. 【痛み】痛み診療ネットワークと医

療スタッフの養成・連携の必要性 東海・

北陸ブロックにおける取り組み. 現代医

学. 2022; 69(1): 40-43. 

11） 永井修平, 牛田享宏. 【運動器慢性疼痛

の病態と治療】運動器慢性疼痛の診断・

評価. 関節外科. 2022; 41(7): 700-708. 

12） 林和寛, 牛田享宏.【頸椎疾患・症候群対

応マニュアル】外傷性頸部症候群への対

応. Orthopaedics. 2022; 35(7): 1-14. 

13） 馬場研二, 牛田享宏. 【コロナ感染症の

後遺症】痛み. カレントテラピー. 2022; 

40(8): 760-765. 

14） 尾張慶子, 丹羽英美, 牛田享宏.【HPVワ

クチン勧奨再開-いま知りたいことのす

べて】副反応の問題 HPV ワクチン接種

後の慢性疼痛 小児・思春期の痛みと

HPVワクチン接種後の痛み. 臨床婦人科

産科. 2022; 76(8): 781-787. 

15） 舟久保恵美, 牛田享宏, 北原照代, 永田

智久, 宮木幸一, 福谷直人, 青山朋樹, 

福井聖. 産業保健スタッフ,管理職,従業

員への慢性痛教育プログラム. PAIN 

RESEARCH. 2022; 37(3): 149-152. 

 

2.学会発表 

【松原貴子，牛田享宏】 

1） 服部貴文，松原貴子，城由起子，尾張慶

子，田中千晶，牛田享宏．慢性疼痛患者

における中枢性疼痛調節機能のサブタイ

プ分類と疼痛症状との関係. 日本ペイン

クリニック学会第 2回東海・北陸支部学

術集会（Web，2022/02/26） 
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2） 服部貴文，松原貴子，城由紀子，尾張慶

子，牛田享宏．慢性一次性疼痛の疼痛調

節機能特性－線維筋痛症と CRPS との相

違－．第 52回日本慢性疼痛学会（福岡，

2022/03/11） 

3） 服部貴文，松原貴子，城由起子，尾張慶

子，丹羽英美，西須大徳，牛田享宏．慢

性一次性・二次性疼痛の疼痛感作特性 

－広範性と限局性疼痛での検討－．第 44

回日本疼痛学会（岐阜，2022/12/02） 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 

1.特許取得 

 特になし 

 

2.実用新案登録 

 特になし 

 

3.その他 

 特になし 
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令和４年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金（慢性の痛み政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

慢性の痛み患者への就労支援の推進に資する研究 

 

研究分担者  臼井 千恵   順天堂大学医学部精神医学講座・先任准教授 

 

研究要旨 

全人的に疼痛自己管理を支える体制を構築するため、パーソナルヘルスレコード(PHR) を活用

した匿名加工情報/仮名加工情報による実態把握調査方法の検討や、慢性の痛みを持つ方が就労

を継続できるようセルフマネジメントを支援する方法の作成・試行検証・普及を行う。その結

果、慢性疼痛就労関連の社会参加困難の実態把握方策や課題が明確化されると共に、就労を継

続できるようセルフマネジメントを支援する方法等の社会体制が成果として期待される。 

 

Ａ．研究目的 

全人的に疼痛自己管理を支える体制を構築

するため、パーソナルヘルスレコード(ＰＨ

Ｒ) を活用した、匿名加工情報/仮名加工情報

による実態把握調査方法の検討や、慢性の痛

みを持つ方が就労を継続できるようセルフマ

ネジメントを支援する方法の作成・試行検

証・普及が目的である。 

 

Ｂ．研究方法 

実態把握について、PHR へのスマートフォン

使用患者等を対象に令和 4年度プレ調査票改

善により行う。調査研究協力依頼用チラシ兼

パンフレットや調査票回答アプリのデザイン

作成等を委託しデータ解析することで、「痛

み」症状の有無・程度・病因や、労働現場に

おける疼痛の発生及び慢性化の現状との関連、

それに伴う就労不能を中心とした社会参加困

難の実態を医療サービスの提供側/受給側双

方から分析する。 

（倫理面への配慮） 

科学院にて一括倫理審査を行っている 

 

Ｃ．研究結果 

実態把握のための質問内容を決定した。解

析は R5年度に行う。 

 

Ｄ．考察 

質問内容の議論から慢性疼痛研究者の患者

像の共通認識が得られた。 

 

Ｅ．結論 

R5年度の解析結果から結論を出したい。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 
1) Takahisa Ogawa, Luis Castelo-Branco,

 Kotaro Hatta, Chie Usui.Association
 Between Step Count Measured With a 
Smartphone App (Pain-Note) and Pain 
Level in Patients With Chronic Pain:
 Observational Study.JMIR Form Res.2
022 Apr 6;6(4):e23657.  doi: 10.2196
/23657. 

 
2) Häuser W, Clauw DJ, Wolfe F, Sarzi-P

uttini P, Ablin JN, Usui C, Littlejo
hn GO, Morlion B, Kosek E, Fors EA, 
Øien Forseth KM, Fitzcharles MA.Conc
erns about the taxonomy, definition 
and coding of fibromyalgia syndrome 
in ICD-11: the potential for negativ
e consequences for patient care and 
research.Clin Exp Rheumatol. 2022 40
(6):1073-1075. 

 
3) Fitzcharles MA, Cohen SP, Clauw DJ, 

Littlejohn G, Usui C, Häuser W. Chro
nic primary musculoskeletal pain: a 
new concept of nonstructural regiona
l pain. Pain Rep. 2022 Aug 9;7(5):e1
024. 

 
4) 線維筋痛症  臼井千恵 臨床精神薬理

 Vol25 No.5 2022 
 
2.  学会発表 
1) パーキンソン病患者におけるクラシック

音楽鑑賞の効果の検討 井上紗和子   
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王子悠   須田晃充   臼井千恵   波田
野琢   平山雅敏   田中昌司   桐野衛
二   服部信孝   日本神経学会学術大会
   2022年5月   東京 

2) シンポジウム 慢性疼痛 （コーディネ
ーター 司会 発表）臼井 千恵 Nocipl
astic pain  118回日本精神神経学会学
術集会 2022年6月16-18 福岡 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含
む。） 

1.特許取得 

特になし 

2.実用新案登録 

特になし 

3.その他 

特になし 
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令和４年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金 

（慢性の痛み患者への就労支援の推進に資する研究）分担研究報告書 

 

慢性疼痛患者に対する認知行動療法に基づく「いきいきリハビリノート」による 

運動促進法に関する研究 

 

研究分担者 木村慎二 新潟大学医歯学総合病院 リハビリテーション科 役職 病院教授 

研究要旨 

 2021年発刊の慢性疼痛診療ガイドラインではリハビリテーションに認知行動療法

（CBT）、患者教育を導入する事は強く推奨されている。これらの理論を取り込んだ「いきい

きリハビリノート」を用いた CBTに基づく運動促進法を 2014年に開発し、慢性疼痛患者 37例

に平均 11か月施行した。結果として、破局的思考・不安・痛み・ADL、さらに QOLの改善がみ

られた。本法の普及のため、第 15回日本運動器疼痛学会（ハイブリッド開催、2022.11.19）で

「いきいきリハビリノート」による運動促進法講習会(参加者数：42名）を開催した。現在ま

で計 13回開催し、1056名の医師およびリハ療法士を中心とするメディカルスタッフが参加し

た。本講習会参加者に加え、本ノート使用希望施設へは約 2400冊をすでに郵送した。今後も本

ノートの配付を含めた認知行動療法に基づく運動促進法を普及し、慢性疼痛患者の QOLの向上、

「いきいき」とした生活再建を目指す。 

 

Ａ．研究目的 

2021 年に発刊の慢性疼痛診療ガイドラ

インではリハビリテーションに認知行動療

法（CBT）、患者教育を導入する事は Grade 1B

として、強く推奨されている。本報告を受け

て、この３つの要素を加味した認知行動療法

に基づく「いきいきリハビリノート」による

運動促進法を開発し、その有用性を検討する

ことが本研究の目的である。さらに、本法の

講習会等を行い、認知行動療法に基づく運動

促進法の全国の普及も本研究の目的である。 

 

Ｂ．研究方法 

疼痛部位に明らかな器質的疾患がない慢性

疼痛患者 37例に対して、本ノートを用いた運

動促進法を行った。症例の内訳は腰部痛 19

例、下肢痛 13例、背部痛 2例、頚部痛 1例、

腰下肢痛 1例で、平均年齢は 55歳であった。

本ノートの使用前後に以下の評価を行った。 

(身体面) NRS、PDAS（ADL障害の評価） 

(精神心理面)HADS（不安・うつ評価）、PCS（破

局的思考評価）、PSEQ（自己効力感評価） 

(社会面、QOL)健康関連 QOL(EQ-5D)、 

 また、本運動促進法を普及するため、講習

会・講演会等を全国で開催した。 

（倫理面への配慮）本研究参加者へは十分な

説明を行い、同意を得ている（新潟大学医学

部倫理委員会 承認番号：2016-0090）。 

 

Ｃ．研究結果 

平均経過観察期間 11 か月の時点で、NRS 

(Numerical Rating Scale)、PDAS(ADL)、PSEQ 、

PCS、HADs 、EQ-5D の全ての項目で有意に改

善した。 

 また、2022年 11月 19日に第 15回日本運

動器疼痛学会（ハイブリッド開催、参加者数：

42名）で本法の講習会を開催した。医療施設

での使用を希望され、送付した冊数は本ノー

ト（1ヵ月と 3ヵ月版の計）：約 2400 冊とな

った。 

 

Ｄ．考察 

2011 年に報告された日本人 11,000 人あま

りの疫学調査では、慢性疼痛は 15%の方にみ

られ、その疼痛治療に 36％しか満足しておら

ず、約半数は医療施設を変更している結果で

あった。 

 本谷らは日本運動器疼痛学会誌 10 巻

（2017 年）で慢性腰痛の治療機関(全国 232 

施設・科) にアンケートを送付し、日本にお

ける認知行動療法の普及についての調査を行

った。「少し知っている」と「よく知っている」

の割合でいきいきリハビリノートが 53%と１

番高かった。その他の「これだけ体操」「日記

療法」「慢性疼痛の治療( 伊 豫・清 水,2011)」

「恐怖回避モデルに基づく認知行動療法」等

は 30%前後であった。しかしながら、臨床実

践度は 5-10%とまだ、低い結果であった。 

 今回報告した37例でNRS、PCS(破局的点数)、
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PSEQ(自己効力感)、 PDAS(日常生活障害度)

と EQ-5D（QOL）等が有意に改善したことより、

ADLおよび QOL、さらに慢性疼痛患者が最も改

善しにくい「破局的思考」も改善している事

から、「痛みがまた出る事が怖くて、何も楽し

めない」から、「痛くてもあれもでき、これも

でき、生活を楽しむことができる」への変化

を目指している本ノートの効果があらわれて

いる。 

 いきいきリハビリノートは外来診療等で十

分に時間が取れない医師と共にリハビリ療法

士等が協働して、認知行動療法的アプローチ

に基づき、運動を促進する方法である。本法

は現在の日本における診療の問題点をカバー

でき、慢性疼痛患者への有効な治療法になり

得る。今後、多くの診療科医師および、リハ

療法士・看護師などでも行えるよう普及活動

をすすめる予定である。 

 本研究はすでに新潟大学倫理審査委員会で

の承認(承認番号:2016-0090、2022年 03月 11

日)を受け、新潟大学医歯学総合病院を中心と

して、東馬込しば整形外科クリニック、なか

つか整形外科リハビリクリニック、福岡みら

い病院、長岡中央綜合病院、四国こどもとお

となの医療センター、福山整形外科が参加し、

多施設共同前向き研究を開始し、現在まで 11

例をエントリーしている。 

 また、2020年 12月からは本ノートのスマ

ホ版（http://rehab-note.jp/）が開発され、

使用可能になっており、若年層への普及が期

待される。 

 

Ｅ．結論 

認知行動療法に基づく運動促進法を遂行す

るためのツールである「いきいきリハビリノ

ート」は慢性疼痛患者の心理的な破局的思考

等の改善を含め、ＡＤＬおよび、ＱＯＬの改

善をもたらす重要なツールとなりうる。 

本ノートは医療者用マニュアルも準備され

ており、各職種（医師以外の理学療法士、看

護師、臨床心理士等）もわかりやすくできて

おり、今後、本ノートを臨床の場でより多く

の患者に使用してもらうため、普及活動を継

続予定である。 

 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表  

1.論文発表 

1) 田村友典、木村慎二、矢尻洋一、小黒

孝夫・いきいきリハビリノートを用い

て運動促進法を施行した腰椎椎間板

ヘルニア術後左下肢慢性疼痛の 1例・

日本運動器疼痛学会誌・(2022)・14

巻・（11-17） 

2) Takenori Aida, Akira Shionoya, 

Hirofumi Nonaka, Kouji Hayami, 

Hisashi Uchiyama, Masahiro Nagamori, 

Satoshi Ohhashi, Mai Kobayashi, 

Tsugumi Takayama and Shinji 

Kimura・Exploration of an inflection 

point of ventilation parameters 

with anaerobic threshold using 

strucchange・Sensors・(2022)・22巻

7号・

(https://doi.org/10.3390/s2207268

2) 

3) 山田奨平、大西康史、木村慎二、山崎

遼、居城甫、眞田菜緒・生後２ヵ月で

完全対麻痺となった男児のリハビリ

テーション医療・新潟整外研会誌・

(2022)・38巻 1号・(1-4) 

4) 田村友典、木村慎二、大鶴直史、矢尻

洋一、小黒孝夫･第 3 回慢性疼痛のリ

ハビリテーション 慢性疼痛に対す

る認知行動療法に基づく運動促進法･

Journal of  Clinical 

Rehabilitation･(2022)･31 巻･6 号

（562-566） 

5) 栗原豊明、木村慎二、岩﨑円、田村友

典・特集運動器慢性疼痛の病態と治療 

運動器慢性疼痛に対するリハビリテ

ーションの有用性・関節外科・

(2022)・41巻 7号・(57－64) 

6) Yasushi Onishi, Shinji Kimura, 

Koichi Benjamin Ishikawa, Shunya 

Ikeda ･ Clarification of factors 

determining discharge destination 

among elderly patients after stroke 

with low levels of independence in 

activities of daily living: A 

retrospective study ･ Archives of 

Rehabilitation Research and 

Clinical Translation ･ (2022) ･

(https://doi.org/10.1016/j.arrct.

2022.100226) 

http://rehab-note.jp/
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7) Takahiro Watanabe, Shinichi Noto, 

Manabu Natsumeda, Shinji Kimura, 

Satoshi Tabata, Fumie Ikarashi, 

Mayuko Takano, Yoshihiro Tsukamoto 

& Makoto Oishi･Characteristics of 

health-related quality of life and 

related factors in patients with 

brain tumors treated with 

rehabilitation therapy･Journal of 

Patient-Reported Outcomes･(2022)･6

巻 94号･

(https://doi.org/10.1186/s41687-0

22-00499-y) 

 

2.学会発表 

1) 木村慎二・慢性疼痛に対するリハビリテ

ーション医療 －慢性疼痛診療ガイド

ラインのエビデンスに基づいて－・第 59

回日本リハビリテーション医学会学術

集会・2022.6・横浜市（現地開催後日オ

ンデマンド配信） 

2) 岩﨑円、韮澤紀文、高橋敦宣、穂苅諭、 

永井明日香、大嶋康義、木村慎二、上路

拓美・Platypnea-orthodeoxia syndrome 

を有する食道胃接合部癌患者に対する 

周術期呼吸リハビリテーションの経

験・第 7回日本呼吸ケア・リハビリテー

ション学会 甲信越支部 学術集会・

2022.6・新潟市（ハイブリッド(対面

+WEB）形式） 

3) 韮澤紀文、岩﨑円、大坪亜矢、高橋敦宣、

穂苅諭、永井明日香、大嶋康義、木村慎

二、上路拓美・不安と呼吸困難が強い終

末期肺がん患者に対第 7回日本呼吸ケ

ア・リハビリテーション学会 甲信越支

部 学術集会・2022.6・新潟市（ハイブ

リッド(対面+WEB）形式） 

4) 坂野周平、高橋敦宣、穂苅諭、永井明日

香、大嶋康義、高野真優子、上路拓美、

木村慎二・繰り返す気道閉塞に対し, カ

フアシストを導入した筋萎縮性側索硬

化症の一例・第 7回日本呼吸ケア・リハ

ビリテーション学会 甲信越支部 学術

集会・2022.6・京都市・（ハイブリッド

開催） 

5) 加藤諄一、大嶋康義、高橋敦宣、穂苅 諭、

永井明日香、柴田怜、西山慶、坂野周平、

木村慎二、上路拓美・COVID-19 肺炎を

呈した高度肥満症例に対する多職種協

働によるリハビリテーション経験・第 7

回日本呼吸ケア・リハビリテーション学

会 甲信越支部 学術集会・2022.6・新潟

市（ハイブリッド(対面+WEB）形式） 

6) 清野健二、木村慎二、加藤諄一、上路拓

美・当院理学療法部門における業務負担

と収益性の関連性 －働き方改革とコロ

ナ禍の視点から－・第 59 回日本リハビ

リテーション医学会学術集会・2022.6・
横浜市 現地開催後日オンデマンド配

信） 

7) 田村友典、木村慎二、大鶴 直史・慢性

疼痛患者に対するいきいきリハビリノ

ートを用いた運動促進法の治療効果 

－身体症状症への有用性－・第 59 回日

本リハビリテーション医学会学術集

会・2022.6・横浜市（現地開催後日オン

デマンド配信） 

8) 渡辺慶、大橋正幸、田仕英希、牧野達夫、

湊圭太郎、木村慎二、大矢渉、長谷川和

宏・成人脊柱変形矯正手術後に腰痛改善

が期待できる患者特性：QOL と運動機能

からの検討・第 30 回日本腰痛学会・

2022.10・盛岡市（ハイブリッド開催） 

9) 小南亮、木村慎二、山崎遼・右大腿切断

後の同側変形性股関節症に対し人工股

関節全置換術を施行した一例・第 6回日

本リハビリテーション医学会秋季学術

集会・2022.11・岡山市 

10) 大鶴直史, 木村慎二, 細井昌子, 大西

秀明・運動器慢性疼痛に対する運動療法

とセルフマネージメントツールの普

及・第 6回日本リハビリテーション医学

会秋季学術集会・2022.11・岡山市 

11) 田村友典、木村慎二、小黒孝夫・スマー

トフォン版いきいきリハビリノートを

使用し認知行動療法に基づく運動促進

法を施行した慢性腰痛症の１例・第 15

回日本運動器疼痛学会・2022.11・足利

市 

12) 北村拓也、木村慎二、大鶴直史、細井昌

子、柴伸昌、柳澤義和、中島陽平、御手

洗七海、田村友典・慢性疼痛に対するい

きいきリハビリノートを用いた認知行

動療法に基づく運動促進法の効果検証-

ランダム化比較試験による多施設研究

-・第 15 回日本運動器疼痛学会・

2022.11・足利市 

13) 岩﨑円、木村慎二、大鶴直史、北村拓也・



25 
 

慢性疼痛患者に対するいきいきリハビ

リノートを用いた認知行動療法に基づ

く運動促進法施行後の破局的思考高値

群における介入前の特徴・第 15 回日本

運動器疼痛学会・2022.11・足利市 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

なし 

 

 

 



 
厚生労働行政推進調査事業費補助金（慢性の痛み政策研究事業） 

「慢性の痛み患者への就労支援の推進に資する研究」 
分担研究報告書 
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慢性の痛み患者への就労支援の推進に資する研究における 
倫理審査手順に関する研究 

 
研究分担者 中島孝 国立病院機構新潟病院 院長（脳神経内科） 

 

 
A：研究目的 

線維筋痛症（fibromyalgia）における疼痛や

感覚異常、筋痛性脳脊髄炎/慢性疲労症候群

（myalgic encephalomyelitis/chronic 

fatigue）における極度の労作による消耗や

疼痛などは、症状のために日常生活動作を障

害し、就労も困難となるが、客観的バイオマ

ーカが現時点では明確となっていないため、

診断は極めて困難である。また、患者の主観

的な症状を科学的評価する Patient 

reported outcome(PRO)においても今まで十

分に評価されてこなかった問題がある。代表

的な SF-36 や EQ-5D においても、客観化する

ことが難しい、感覚異常や労作による消耗、

不眠などは明確な評価ドメイン化されている

とは言えない。そこで、あらゆる患者の主観

的な症状を患者個人が主体的に収集し、自分

自身にフィードバックすると同時に医療従事

者とも共有できる PHR（Personal health 

record）化する必要がある。その際に、専門

的な研究者は個人情報保護法の匿名加工情報

として研究する必要があるし、中間的な臨床

研究者は仮名加工情報としてデータ解析後に

必要あれば、患者さん個人にも研究成果をフ

ィードバックする必要がある。医療情報交換

の標準化の国際的な規格である HL7FHIR があ

るが、現在の日本環境では PHR はまだまだ標

準的な方法ではなく、多施設が協力する共同

研究ではハードルが高い。また、さらに、線

維筋痛症も筋痛性脳脊髄炎/慢性疲労症候群

においても、バイオマーカレベルでのデータ

が現時点でないことから、患者主観情報の入

力や主観的データを科学的な研究対象とする

際の不理解が問題となることも影響をあたえ

る。この様な研究テーマにおいて、各臨床研

究施設においても中心的でない研究テーマを

多機関共同研究として実施する際の問題点を

検討する必要がある。 

B：研究方法 

本研究の初年度のプレ調査の際に、参加施設

研究要旨 

客観的バイオマーカが現時点では明確となっていない線維筋痛症における疼痛や感覚異
常、筋痛性脳脊髄炎/慢性疲労症候群の疲労症状や疼痛に関する様な稀な研究テーマを多
施設で実施する際に、各臨床研究施設の倫理委員会の審議は通常長期間かかるため、研
究が推進できない問題があった。国レベルの倫理指針の改訂で、多機関共同研究におい
て、審査能力のある倫理委員会で一括審査を行うことができる制度ができ、研究が推進
できるようになったが、研究者間で誤解が多いことがわかった。今回、それぞれの臨床
研究施設において実際に保健医療科学院で一括審査された研究課題を実施する際に各実
施施設での手順書や施設内の手順を確認することで制度上、すでに問題なく実施可能で
あるコンセンサスが得られた。 
 

 



 
厚生労働行政推進調査事業費補助金（慢性の痛み政策研究事業） 
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にメールや会議などで、多機関共同研究のた

めに、必要な各臨床研究施設における倫理審

査委員会の指針、手順書や委員会手順書の確

認が必要である。 

C：研究結果 

厚労省の研究倫理委員会報告システム

（https://rinri.niph.go.jp/PublicPage/pu

blictoppage.aspx）においては、国内の臨床

研究施設の倫理委員会の手順書情報を閲覧で

きる。例えば、本研究グループの新潟大学で

は新潟大学_委員会手順書 2.0 2022-09-26 の

(他の倫理審査委員会への審査依頼)第 11 条 

多機関共同研究において，本学における研究

責任者が学外の中央倫理審査委員会への審査

を希望する場合は，本学での審査を省略する

ことができる。 

2 中央倫理審査委員会で承認を受けた研究課

題を本学において実施するに当たっては， 

倫理審査申請システムにおいて，研究課題

名・研究計画書・承認通知書を含む関係書類

を 登録するものとする。と記載されてい

る。この手順書のアップロードが完了してい

ない施設の場合は、各施設にそれぞれメール

などで問い合わせた。保健医療科学院で一括

審査された研究課題を多機関共同研究を実施

する際に、各施設での手順書や施設内の手順

を公開情報または施設に直接確認することで

実施可能だった。 

D：考察 

現代医学では主要な分野でない研究テーマで

は、各臨床研究施設の倫理委員会の審議レベ

ルは大変未熟であり、理解が正確にできるま

で期間がかかるため、研究が推進できない問

題があったが、多機関共同研究において、審

査能力のある倫理委員会で一括審査を行うこ

とができる制度により、研究が推進できるよ

うになったが、今回各研究者レベルの理解も

追いつき、それぞれの臨床研究施設において

実際に、保健医療科学院で一括審査された研

究課題を実施する際の手順書や施設内の手順

を確認することで実施可能であるというコン

センサスが得られたことは成果といえる。 

E：結論 

主要な医学研究に該当しない領域で多機関共

同研究する際は、各々の倫理委員会の審査能

力などのレベルが一定でなく、各施設におけ

る倫理審査に時間がかかり研究が進捗できな

い場合があるが、当該の研究内容に関して審

査になれた倫理委員会で、一括審査された研

究課題を多機関共同研究として実施すること

は有用であり、そのために各施設での手順書

や施設内の手順を公開情報または施設に直接

確認することで実施できる。 

F：健康危険情報 

なし 

G：研究発表 
（発表雑誌名、巻号、頁、発行年なども記入） 

１：論文発表 

なし 

２：学会発表 

1. 中島孝. 最新の ALS の治療法・症状コン

トロール法から病気との付き合い方と向

き合い方,日本 ALS 協会福島県支部講演

会, 郡山市障害者福祉センター.2022 年 7

月 9 日 口演  

2. 中島孝.真の QOL とは何か－緩和ケアと

医療倫理を奪還するために,第 26 回

PEG・在宅医療学会学術集会 特別講演

2022 年 9 月 10 日,東京虎ノ門 共同通信

社配信会場,口演 web 

3. 中島孝.神経筋難病患者の QOL 評価の誤

解を解く, 神経筋疾患政策医療ネットワ
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ーク協議会中国四国ブロック研修会,国立

病院機構柳井医療センター,2022 年 10 月

20 日 口演.web 

4. 中島孝.トランスヒューマニズムと医学の

発展について.2022 年度第 8 回 EOLC 部

会. 東京国際フォーラム.2023 年 2 月 24

日 

H：知的所有権の取得状況（予定を含む） 

なし 
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（慢性の痛み政策研究事業） 
（分担）研究報告書 

慢性の痛み患者への就労支援の推進に資する研究 
研究分担者 高井 ゆかり 群馬県立県民健康科学大学教授 

 
 
 
 
A 研究目的 
高齢者が自宅で「より良く生きる」ことを

支えるには、それへの支援を明らかにする
ことが重要である。本研究は、在宅で最後を
迎えた高齢者や仕事を継続していた長女を
支援した訪問介護員、介護支援専門員への
インタビューを通し、仕事の継続や在宅看
取りを可能とした支援を明らかにすること
を目的に行った。  
B 研究方法 
対象者は便宜的サンプリングで依頼を受

けた訪問介護員 1 名と介護支援専門員 1 名
とした。研究者は、2名の専門職者に別々に
事例に関する聞き取りを行い、専門職者が
経験した事例についての情報の整理、内省
を促し、専門職者が実践内容を振り返るこ
とができるよう支援し事例のまとめを行っ
た。本研究は、書面を用いて研究内容、方法、
自由意思による参加、情報の管理、利益・不
利益等を説明し、同意を得た。研究者が所属
する大学の倫理審査委員会での承認を受け
実施した。本研究における利益相反はない。 
C 研究結果 
キーパーソンである遺族（長女）には、常

勤の仕事や厳しい父との確執、介護うつが
あった。訪問介護員は、寝たきりの高齢者の
気持ちをほぐし、認知症の妻による老々介
護への支援や独居での看取りを支えていた。

また、こまかな変化に気付き他専門職者と
の連携をとりながら、家族介護者の生活も
守るための支援を行っていた。在宅支援専
門員は独居での看取りを支えるために、連
絡網を整え、近所との兼ね合いなどへの支
援や家族介護者の生活を守るための支援を
行った。遺族は、仕事を辞めることなく、自
宅にいたいという父の希望を叶えることが
できたと語った。 
D 考察 
以上のような在宅看取りの実現事例を通
し明らかとなった実践内容をサービス提供
者が知ることにより、高齢者とその家族の
希望にあった在宅看取りにつなげることが
できるようになる可能性がある。 
E 結論 
 家族介護者が在宅での介護と仕事を継続
するためには、細かな変化に気付き支援す
る専門職者の存在が必要である。 
F  健康危険情報 
 なし 
G 研究発表 
１．学会発表 
高井ゆかり，上山真美，深堀浩樹：家に居た
いという寝たきり高齢者の希望を叶えた７
年間の在宅介護の事例研究, 日本エンドオ
ブライフケア学会第 5 回学術集会, 東京, 
2022年 10 月. 
                                       

研究要旨 本研究は、在宅で最後を迎えた高齢者や仕事を継続していた長女を
支援した訪問介護員、介護支援専門員へのインタビューを通し、仕事の継続や
在宅看取りを可能とした支援を明らかにした。 
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令和４年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金（慢性の痛み政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

慢性の痛み患者への就労支援の推進に資する研究 

文献検討並びに海外視察に基づく Total Pain Management の課題 

研究分担者  丸谷美紀   国立保健医療科学院 統括研究官 

 

研究要旨 

文献検討並びに海外視察より、慢性の痛み患者への就労支援に向け、Total Pain Management

の課題を整理する。 

文献検討からは、慢性の痛みと就労生活には、就労の場、患者の状態、家庭生活に関

する要素が挙げられた。患者の生活全体を捉えて痛みをマネジメントするために個別の調査

を継続し、就業の場や医療のみならず、多様な機関と協働する必要があると考える。 

海外視察では、慢性疾患セルフマネジメントプログラム（CDSMP）及び、支援環境の整備の重

要性を再確認した。今後、CDSMP等で患者の自己管理能力を高める支援環境を整えるなどの政

策への提言も必要であり、CDSMP開発者の助言を得ることも一考と思われる。 

 

【文献検討】 

 

Ａ．研究目的 

慢性の痛みを持つ患者の就労を支援す

るためには、患者の生活全体を捉えた疼

痛管理、即ち Total Pain Management が

必要である。本研究は就労生活に関連す

る Total Pain Management の各要素を先

行研究、及び実践報告より明らかにする

ことを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

医中誌 web を用いて「慢性の痛み」「就

労」or「産業保健」の keyword で、2012

年から 2023 年の国内の文献を検討した。

慢性の痛みと就労生活の関連を調査した

研究論文または実践報告 64 本中 10 本を

選定し、就労生活に関する要素を抽出し、

分類整理した。 

（倫理面への配慮）対象文献は著者や出

典を明示し、内容は著作権の範囲内で適

切に抽出した。 

 

Ｃ．研究結果 

慢性の痛みと就労生活には、就労の場、

患者の状態、家庭生活に関する要素が挙

げられた。 

 

1.慢性の痛みと関連のある就労の場の要素

（表 1） 

作業時間、作業姿勢等、いわゆる労働衛生

の 3管理に関わる要素が関連していた。作業

管理に位置づくと考えられる要素は、作業時

間（長時間労働、労働時間の増加）、夜勤労働

が腰痛等の慢性筋骨格系疼痛の危険因子であ

り 1-5）、また、作業方法（業種・仕事内容）作

業負荷（頸部伸展等の身体的負荷・心理的な

職業上の要求度が高い等の精神的負荷）、作業

姿勢（頸部伸展等）も慢性疼痛との関連が見

られている 5-8)。作業環境管理に位置づくと考

えられる要素は、精神的-対人関係上司・同僚

からの支援の乏しさが慢性疼痛との関連が見

られている 3)6）。また複合的な要素として仕事

の満足度の低さとの関連も見られた 3)6）。 
 

表 1 慢性の痛みに関与する就労の場の要素 

分類 下位項目 文

献 

作業時間（長時

間労働・時間外

労働） 

長時間労働または労働時間の

増加 1 

過剰労働時間 2 

時間管理 3 

労働時間 4 
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時間外労働 5 

夜勤労働 深夜業 5 
作業方法（業

種・仕事内容） 業種、仕事内容 5 

作業負荷（身体

的・精神的） 

仕事の要求度の高さ 
仕事のコントロール度の低さ 
心理的ストレスの高さ 

6 

心理的な職業上の要求度が高

い 7 

重量物の持ち上げ 8 

作業姿勢 
勤務中の高頻度での頸部伸

展、 7 

仕事中の姿勢 8 
対人関係 精神的-対人関係、 3 

職場の支援 上司・同僚からの支援の乏し

さ 6 

仕事の満足度 仕事の満足度の低さ、 6 
 

２．就労生活と関連のある慢性の痛みを持つ

患者の状態（表 2） 

患者の年齢 8）、性別 8）、体型（肥満、BMI
高値）5)9)という身体的な状態、疼痛出現時期

と強度（初期の疼痛強度が高い）という痛み

自体の状態 9)、ワーカホリック度 8）、抑うつ

状態 8）、身体運動や活動に対する恐怖心 5）と

いう精神的状態、自律神経系やストレス応答

系 9）10)等の神経学的状態と、慢性の痛みとの

関連が報告されている。また、恐怖回避思考

と労働機能障害の悪化 2）に関連が見られた。 
 

表 2 就労生活に関連する慢性疼痛患者の要因 

分類 下位項目 文献 
年齢 年齢 8 
性別 女性 8 

体型 
肥満 5 

BMI 高値 9 
疼痛出現時

期と強度 初期の疼痛強度が高い 9 

精神的状態 

恐怖回避思考 2 

ワーカホリック度 
抑うつ状態 8 

身体運動や活動に対する恐怖

感’ 5 

神経学的状

態 自律神経系やストレス応答系 10 

 

３．慢性の痛みと関連のある日常生活の要素

（表３） 

睡眠時間 1)、喫煙習慣 8)という生活習慣、

立つ、歩く、服を着る等の生活行動 11)が慢性

疼痛との関連が見られている。 
 
表 3 慢性の痛みに関連する日常生活の要素 

分類 下位項目 文献 

生活習慣 

睡眠時間 1 

不眠症 8 

喫煙習慣 8 

生活行動 立つ、歩く、服を着る等 11 

 

Ｄ．考察 

以上の要素が関連して就労生活に影響して

いるが、患者の生活全体を捉えると、職場や

医療へのアクセス、家族の状態、地域での生

活等も考慮が必要になると思われる。  
すなわち、通勤途上の荷物の持ち運び、受

診時の階段昇降や受付機器の操作、家族の協

力状況やケアを要する家族の有無、友人や近

隣者との付き合い等、幅広く患者の生活を整

えていく必要がある。 
 これらの関連を図１に示した。前述の文献

で示されている関連要素を実践で示し、今後

さらに調査を深める必要がある要素を「点線」

で囲み「？」を付した。患者の生活全体を捉

えて痛みをマネジメントするために個別の調

査を継続し、就業の場や医療のみならず、多

様な機関と協働する必要がある。 
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【海外視察】 

A.目的 

本研究課題の令和 4年度調査結果の考察を

深め、研究成果を実践に還元するために、海

外における先進的な慢性の痛み患者の就労支

援の実際を視察し意見交換を行う。米国のシ

アトルは多様な人種が就労し、また慢性疾患

のセルフマネジメントプログラムを多数実施

しているため、各機関を訪問した（詳細は「（資

料 7）別紙１ 訪問先」の通り）。 

 

B.方法 

１．日程 

 令和 5年 3月 3日～9日 

２．訪問先 

①研究機関：ワシントン大学 

②健康増進プログラム提供機関：YMCA 

③就労施設：保育園、介護施設、シアトル市

役所 

3. 同行者 

松繁卓哉：国立保健医療科学院 医療・福祉

サービス研究部上席主任研究官 

湯川慶子：国立保健医療科学院 政策技術評

価研究部上席主任研究官 

 

C.結果 

①研究機関：ワシントン大学 Health 

Promotion Research Center. 

 Kushang Patel 准教授, Paige Denison, 

Lesley E. Steinmanと面談した。 

 痛みに関する疫学調査は、性、体重、睡眠

時間が関連しており、日本の傾向と同様と思

われるが、因果関係を特定することは難しい

とのことであった 12)13)。 

痛みのセルフマネジメントについては、

「enjoyment（楽しめること）」を生活に取り

入れることが好影響を及ぼすことなどを量

的・質的に追究している。「enjoyment」は、

趣味等だけではなく、仕事のやりがいや役割

等も含まれ、日本の事例との共通点を確認し

た 14)。 

 大学病院内には、「Spiritual care」外来も

あり、Total Pain Management の一環として

霊的な痛みへの支援が実施されていた。 

 

②健康増進プログラム提供機関：YMCA of 

Greater Seattle 

 慢性疼痛の予防や回復に有効な水中プログ

ラム、マシントレーニング等を提供している。

就労者に向けた放課後保育等のサービスも完

備され、利用者本位の施設となっていた。 

  

③就労施設 

・保育園：腰痛を持つ職員への就業中の配慮

等を伺った。職員本人は、医療費が高額なた

め、受診は控えてシップと市販の鎮痛剤でコ

ントロールしている。家庭での育児もあり、

腰痛が悪化した際は、我慢して動く。保育園

のスタッフ間では、腰痛を持つ職員への取り
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決めは特にないが、腰痛を訴えた職員には、

仕事の負担を軽減し他のスタッフが担うなど、

自然に助け合う職場風土が築かれている。保

育園の理念が「奉仕、助け合い」のため、腰

痛を持ちながらも就労を継続できているよう

に思える。 

 

・介護施設①：NIKKEI Manner：難病を持つ職

員のセルフケアを伺った。職員は年間 12時間

のオンライン学習を義務付けられており、ス

トレスマネジメントや権利擁護等の多様な学

習内容の中から痛みのマネジメントを学習し

た。医療費が高いため、湿布と服薬で痛みを

マネジメントしている。痛みがあることや平

衡感覚が悪いことで、かえって高齢者の状態

が分かり、高齢者に寄り添ったケアが提供で

きると考えている。 

 

・介護施設②：NPO の Kin On Community 

Health Care では、介護施設の収入で多様な

CDSMP を地域住民に対して実施している。

一人暮らしの高齢者にとって、学習が脳の弾

力 性 と 認 知 能 力 を 向 上 さ せ る た め

healthy-living-program を提供している。同プロ

グラムは、生涯学習、クリエイティブプログ

ラム、健康教育セミナーを通じて、アジアの

成人や高齢者の身体的、精神的、社会的活動

を維持することを目的としている。 

＊フィットネス＆ウェルネス：太極拳、ダ

ンス、フィットネス 

＊アート＆クラフト：クラフトとチャット

のクラスで新しいものを作ることを学び、 

中国の絵画や書道などの新しいスキルを

学ぶ 

＊テクノロジー：スマートラボでは、コン

ピュータースキルの習得、スマートフォン

の活用、インターネットの使用に役立つク

ラスを提供 

＊社交：麻雀やカラオケなどで新しい友達

に会い社交性を高める 

この中でも、Health Education（健康教育）

として最新の健康情報と時事問題を常に把握 

健康を維持し、十分な情報を得る方法を学ぶ

プログラムはスタンフォード大学の CDSMP

（Chronic Disease Self-Management Program）

に基づき、Kin On は、エビデンスに基づくプ

ログラムを提供する認定を受けている。 

糖尿病をより適切に管理する方法を学んだ

り、食事や運動でコレステロールを下げたり、

老化の悪影響を食い止めるための戦略を模索

したり、さまざまなクラスやセミナーを提供

して、健康でアクティブな状態を維持する。

具体的には、慢性疾患自己管理プログラム

（CDSMP）や糖尿病自己管理プログラムなど

である。 

 

・シアトル市役所：シアトル市役所の高齢者

健康増進・就労支援部門を訪問し、市での取

り組みについて話を聞いた。 

就労支援については、求職者に対する市役

所としての支援内容についてたずねた。就労

支援の中心は、就労することになるポストに

求められる役割・能力・機能について、求職

者への詳細な情報提供が一つであり、また、

求職者本人の身体機能を確認しながら、必要

な支援の一つ一つを明らかにすることである。 

上記の情報について、明らかにし、それを

記録する重要な書類が「職務記述書」である。

例えば、あるポストの日常の業務において、

一定の時間コンピューターを使用することに

なる、あるいは、業務に必要な道具を使用す

るために棚に手を伸ばす必要がある、などの

点が確認された場合に、それら一つひとつが

職務記述書に詳しく記される。 



35 
 

「必要な支援」には、支援機器も含まれる。

コンピューターの音声入力やローラーボール

マウスなど、求職者が職務遂行に当たって必

要と認められれば、市の予算によって、当該

機器が提供される。 

求職者の慢性症状の確認も重要なポイント

である。この場合、病名のみならず、病気に

よって日常の身体機能にどのような影響が生

じているかが詳細に確認されることになる。   

こうして、求職者の身体機能と、ポストに

求められる役割・機能との確認の結果、必要

に応じて調整作業がともなわれる。この「調

整」には、例えば求職者にとって必要かつ適

正と思われる休憩時間、照明などの物理的な

職場環境などが雇用者に提案されることもあ

る。 

慢性疼痛のワークショップについても話を

聞いた。ワークショップに関する市としての

基本方針は当事者の「自立支援」という点に

ある。つまり、本人のニーズ・要望・意思が

前提としてあり、市は、それを実現するため

に必要な支援内容を明らかにすることが自立

支援の根幹にある。したがって、慢性疼痛の

ワークショップの内容も、実践的な点に焦点

が当てられており、日常的な行為（通勤、調

理、清掃、その他）に際して適切に疼痛管理

できるようになることに主眼が置かれている。 

その他にも、市役所として取り組んでいる

転倒防止のプロジェクトについても話を聞い

た。高齢者の転倒のメカニズムに関する知見

に基づき、様々な予防策を地域に対して提案

している。予防策の中には、建物における物

理的環境の改善策から、水分補給や空調に関

する助言や、高齢者向けの転倒予防のための

運動プログラムな多岐にわたる。 

このようにして、行政・企業・住民が一体

となって多面的な高齢者支援・障害者支援が

展開されているところにシアトル地域の特色

がある。 

 

D.考察 

 以上、米国の諸施設の視察を通じ、痛みを

持つ本人の痛みのとらえ方やセルフマネジメ

ントに関する支援、雇用主や職員の慢性頭数

患者の理解の支援、規則や制度等による公的

な支援等、ミクロ（個人）、マクロ（地域）、

メゾ（制度）レベルの支援を総合的に考える

必要性があると考える。 
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Ｅ．結論 

我が国の慢性の痛みを持つ患者の就労

支援を充実するために、さらなる個別の

調査、及び、CDSMP 等で患者の自己管理

能力を高める支援環境を整える政策への

提言も必要と思われる。CDSMP 創設者の
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助言を得ることも一考と思われる。 

 
Ｆ．健康危険情報 
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令和 4 年度　講演まとめ冊子

研究代表者　橘とも子（国立保健医療科学院）

令和 5 年 2 月 26 日（日）
丸ノ内ホテル多目的会議室（ハイブリッド開催）

令和 4 年度厚生労働科学研究費補助金（慢性の痛み政策研究事業）

研究課題「慢性の痛み患者への就労支援の推進に資する研究（課題番号 22FG1001）」

パーソナルウェルビーイングの先進社会を目指して
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はじめに

　本冊子は、令和 4年度厚生労働科学研究費補助金（慢性の痛み政策研究事業）研

究課題「慢性の痛み患者への就労 ¶支援の推進に資する研究（代表：橘とも子，課題

番号：22FG1001）」において、研究班が主催する下記のようなプログラムによる「会

議・講演」の成果について、記録するとともに研究班メンバー以外の実践家・研究

者と幅広く共有し、妥当性ある社会実装策を共に検討することを目的としている。

　本研究では、全人的に疼痛自己管理を支える体制を構築するため、（1）我が国の患

者報告アウトカム尺度（PROMs）に資する具体策を検証することで、パーソナルヘ

ルスレコード（PHR）などの持続可能で効果的な価値共創型ヘルスモニタリングシス

テムの活用実装策を探るとともに、（2）慢性の痛みを持つ方が就労を継続できるよう

セルフマネジメントを支援する方法の作成・試行検証・普及を行う。これらにより、

社会参加困難要因や課題解消策ならびに就労継続できるセルフマネジメント支援方法

等を明確化し幅広く共有・検討することで、慢性の痛みを持つ方など多様な個人のリ

スキリングや生きがいを支援できる、活力ある包摂社会体制を成果として目指す。

　¶「就労」とは、仕事につくこと・仕事を始めること・仕事をしていること、とする。

令和 4 年度厚生労働科学研究費補助金（慢性の痛み政策研究事業）
研究課題「慢性の痛み患者への就労支援の推進に資する研究（課題番号 22FG1001）」

研究代表者 :橘とも子（国立保健医療科学院）

日程： 令和 5 年 2 月 26 日（日）11:00 ～ 13:00

会場 : 丸ノ内ホテル多目的貸会議室 及び オンラインでのハイブリッド開催
　　  後日オンデマンド配信

プログラム：
11:00-11:15 会議 研究説明（橘とも子）
11:15-12:00 講演Ⅰ「PHR を活用した健康づくり」（橘とも子）
12:00-13:00 講演Ⅱ「痛みのセルフマネジメント」（岡谷恵子）

※講演Ⅰ・Ⅱについては、オンデマンド配信（令和 5 年 3 月 31 日 ( 金 ) まで）します。
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「慢性の痛み患者への就労支援の推進に資する研究」講演

パーソナルウェルビーイングの先進社会を目指して
令和 5 年 2 月 26 日（日）

　（敬称略）
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…海外における慢性の痛み患者の就労支援視察… ………………14
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4

　日常のさまざまな場面や作業労働現場における疼痛の発生及び慢性化や、それに伴う就労継続困難

を始めとする社会参加困難は、社会的に大きな問題となっている。

　本研究班では、労働現場における疼痛の発生状況や就労への影響に関する実態把握を、関連医療

機関等との連携の下で「患者本人の視点で」実施し、労働現場における疼痛の発生予防や慢性化予

防に関する科学的知見の収集・分析を行うことを研究目標とする。また、得られた知見を用いて、疼痛

の発生予防・慢性化予防・疼痛による離職防止・慢性疼痛患者の就労支援に寄与するマニュアルに基

づいてセルフマネジメント支援方法を作成するとともに、海外の先進的な取り組みの視察や意見交換

を行うことで、その活用により慢性疼痛患者の仕事との両立等の総合的な支援体制の構築に貢献する

ことを目標とする。さらに、関連学会や関係団体、企業、患者会等と連携したさまざまな普及・啓発

活動、患者のQOL維持・向上に資する成果、適切な医療提供体制の構築等への貢献も期待している。

　そのため研究班組織として、慢性疼痛診療に関連するさまざまな専門家（脳神経内科、麻酔科、
ペインクリニック科、整形外科、リハビリテーション科、精神科、心療内科等の専門医、臨床心理士、公認

心理士、理学療法士、保健師、看護師等）を研究分担者とする研究班体制を構築するとともに、慢性

疼痛患者の就労の関連者（専門家、産業医、行政、関係団体、企業等）や慢性疼痛患者の意見が反映

される体制を整備するため、疫学の専門家や保健師が研究班に参画するとともに、社会福祉の

専門家についても協力を得る体制を整えてきている。さらに、慢性疼痛患者の就労等に関する

情報の取りまとめ、普及・啓発活動、診療体制の構築等の施策の地域における実装ならびに人

材育成を促進するため、研究協力者として若手研究者・女性研究者の参画を求め、関連学会や

本研究事業の他の研究班との連携の下に研究を実施している。

本研究班では、主に以下のような成果を、本研究事業の他の研究班と連携することで、期待している。

産官学の連携のもと患者当事者の視点による、労働現場における疼痛の発生及び慢性
化の現状、それに伴う就労不能を中心とした社会参加困難の実態把握と、社会復帰へ
向けた課題の明確化。

 各職域における痛みの発生や、慢性化の機序に着目した既存の慢性疼痛予防マニュア
ルを活用して開発したセルフマネジメント支援方法について、海外視察や既存の就労
支援マニュアル等と組み合わせた普及・活用方法の開発と効果の検証、及び検証結果
を踏まえて修正したマニュアル等による就労支援推進方策の検討。

研究班について
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　「PHR（personal health records; パーソナルヘルスレコード）を活用した健康づくり」の、本研
究における目的は、慢性疼痛患者が就労し自分らしい生活を享受できるよう、全人的（身体・精神・
社会的）に疼痛自己管理を支える体制を構築することである。
　慢性の痛み患者への就労支援を社会医学的に見ると、医療現場や労働現場での困難要因は勿論のこと、
生活の場である地域社会での関連要因を、さまざまな観点で探る必要がある。そのために、慢性の痛み
政策研究事業の他の研究班との連携の下に、患者の生活全体を捉えて痛みのセルフマネジメントについ
て調査を継続し、医療や労働の場だけでなく、多様な機関・関係者と協働する体制の社会実装策を探る。
　PHR の安全・安心な活用による健康づくりとして、根拠に基づいた就労継続セルフマネジメント支
援方法等を明確化し幅広く共有・検討することで、慢性の痛みを持つ方など多様な健康課題を抱えた
個人の生きがいやリスキリングを支援できる、パーソナルウェルビーイングの先進社会を目指す。

講演Ⅰ 11:15-12:00

   PHR を活用した健康づくり

橘とも子
国立保健医療科学院研究情報支援研究センター
特任研究員

　厚生労働省の最新調査によると、わが国の電子カルテシステムの普及状況は、一般病院全体で

57.2％、400 床以上の大規模病院に限っていえば 91.2％まで進んでいる。コロナ禍を経てもなお日本

のデジタル化は世界的に周回遅れともいわれる中、医療情報の基盤整備は着実に進んでいる。

　保健医療分野の公的データベースとしては、国のNDB（National…Database）、自治体や学校など

医療ビッグデータの現状

橘　とも子　博士 （医学 （内科学））、 MPH、 社会医学系専門医 /指導医、 医師

1987-1994　学校法人昭和大学医学部附属病院（内科学）勤務
1994-2002　公衆衛生行政医

…（1997…（旧）国立公衆衛生院専門課程派遣（東京都））
2003-2023　国立保健医療科学院医系技官（研究職）

Tomoko…Tachibana,…MD,…MPH,…PhD
1987-1994　work…in…Showa…University…Hospital…(physician).
1994-2002　work…as…a…public…health…government…physician

……(1997… study… at…National… Institute… of… Public…Health… dispatched… from…Tokyo…
metropolitan…government)

2003-2023　work…at…the…National…Institute…of…Public…Health
…Social…Medicine…Specialist/Supervisor
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の健診データベース、学会が保有しているデータベースなどがある。国のNDBはレセプトや特定健

診のデータを基に構築されているが、そのうち汎用性の高い基礎的な項目を集計したものが「NDBオー

プンデータ」として公表されている。診療行為に伴ってコード化されたデータが作成されるため、デー

タの収集については時間・労力が省ける。一方で、データの特性上、提供した医療行為の内容と量

は分かるが、結果の把握は難しいという側面もある。つまり、どのような医療行為があったかは分かっ

ても、その結果、症状がどうなったか、QOLの向上に寄与したのかは分からない等の課題が残る。

　法制度の面では、2017年に次世代医療基盤法が成立し、個人情報保護法の制約に特例が設け

られた。すなわち、要配慮個人情報である医療情報を「匿名加工情報」とすることでビッグデータの収

集と利活用をしやすい環境に整えた。さらに、2020 年の個人情報保護法改正で、従来の「匿名加

工情報」の要件を緩和した「仮名加工情報」が導入され、2022 年 4月以降、より詳細なデータ分

析が可能となった。

　また、2017年、次世代医療基盤法成立と同年に、厚生労働省で保健医療分野におけるAI活

用推進懇談会が開催され、わが国における医療技術の強みを発揮すべく、保健医療分野の課題解

決等を産学官で取り組むための課題対応策の検討がなされた。

　医療ビッグデータは上記のとおり、各方面での整備が進められており、今後、電子化に伴って患

者を主体とする情報集約の流れも進むであろう。2021年から開始されたマイナンバーカードの健康

保険証利用においても、2022 年 9月11日以降、これまでの薬剤情報に加えレセプト情報も閲覧可

能となった。患者本人がカルテの情報に当たることができ、自身の病状などをより詳細に確認でき

る体制が整えられたといえる。

　同年10月には「医療情報・システム基盤整備体制充実加算」が新設されたことから、マイナンバー

カード健康保険証に対応する医療機関では、保険情報・来院履歴・薬剤情報（調剤レセプト）・健

診情報・介護情報・予防接種情報・医療費情報・連絡先など、さまざまな情報の閲覧が可能となる等、

新たな取り組みが進められ、患者本人にとって、さらなる利便性の高まりが期待できよう。

　PHR（パーソナル・ヘルス・レコード）とは、患者本人が個人の健康に関する医療情報・データを

生涯にわたって保持できる電子カルテ（生涯型電子カルテ）のことである。患者本人が自身の情報

を記録・閲覧・共有することで、主体的な参加による医療サービスを受けることができる。医療や

健康領域におけるICT（情報通信技術）やAI（人工知能）の導入が進む中、PHRへの注目は高まっ

てきている。

医療情報関連の国の施策・法整備等

PHR とは
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　既に地域医療情報連携ネットワークという形で地域の医療機関での「健康電子記録（EHR）」の

共有も進んでいるが、これに患者がスマートフォン等でアクセスして、データの追加・閲覧・共有等

ができるというのが PHRのイメージである。海外では、医療情報交換のための新しい標準規格で

あるHL7…FHIRが、相互運用性を確保できる実装しやすいオープンなWeb 技術の規格として注目

され普及している。

　医療情報は非常に厳密な管理が必要な要配慮個人情報であり、その利用に際して個人情報保

護法の遵守は大前提である。個人情報保護法は近年、複数回改正され、2020 年の改正で新設さ

れた「仮名加工情報」においても、その利用は内部分析に限定され、第三者提供はできないなど、

改めて変更点の確認とその理解を深める必要がある。

　今後、想定される需要の高まりに応じて、安全安心に民間PHRサービス等のデータを活用する

ためのルール・制度の整備と、その体制を維持するための人材の育成と確保等も喫緊の課題となる。

　また、これらコンプライアンスの下で、現実的に解析に足るデータを入手することも非常に重要で

ある。医師が蓄積してきた、貴重な財産ともいうべきカルテ等紙媒体のデータをどう活かすか、文

字表記・表現の揺れをどのように処理しつつアウトカムの充実を図るのか、データの質の担保、デー

タ標準化、制度化の実現、それらを取り扱う人材リソースの確保・育成はどうするか等の検討も必

要である。

　PHRの意義としては、まず、患者のアウトカムの充実が挙げられる。国が公開するNDBオープ

ンデータには反映されづらい患者の症状やQOLを、スマートフォンの利用によって把握することが

できる。それらを患者個人がセルフマネジメントに活用したり、医療機関や自治体、雇用主は、そ

の情報を共有することで具体的な支援につなげやすくなる。

PHR 活用の課題

PHR 活用の意義

PHRを活用した、国・自治体と医療機関等との、役割分担のイメージ
～ 慢性疼痛就労セルフマネジメント支援を通して ～

登録管理患者
◆ データ解析評価･･･ 個人情報削除データ PHR活用

◆ スマホ等を活用したICF指標(症状・QOLetc.)の把握
⇒ 健康管理支援、地域・国家の実態把握

状況に応じ個別対応確認

国・地方情報研など

自治体

保険者etc.

セルフマネジメント支援

◆ データ解析評価･･･仮名加工情報(内部分析)

PHR(パーソナルヘルスレコード)の活用

健康観察 電話対応 健康状態管理一覧

PHR

DX
マイナポータル

PHR を活用した、国・自治体と医療機関・企業等との、役割分担のイメージ
　～ 慢性疼痛就労セルフマネジメント支援を通して ～
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　また、PHRの活用で「OECD（経済協力開発機構）の 8原則」の１つである「個人参加の原則

（Individual…Participation…Principle）」をより明確に実現することができる。すなわち自身の個人情

報に対してより自覚的になり、主体的にその権利を主張しやすくなる。「OECD…8 原則」とは、プラ

イバシー保護と個人データの国際流通についてOECDが 1980 年に採択したもので、世界の個人情

報保護の共通スタンダードとなっている。8原則のうちの７番目、「個人参加の原則」は、情報提供

者本人がデータの所在及び内容の開示を求め、必要に応じて異議申立てをする権利を保障するもの

である。これらは既に個人情報保護法の第 25 条（開示）・第 26 条（訂正等）・第 27条（利用停止

等）で保障されているが、PHRによってさらに明確になると考えている。

　PHRとセルフマネジメントの支援方法を合わせれば、多様な健康課題を抱えた患者を全人的に

支えることが可能になるであろう。そして、患者のセルフマネジメント支援を通して、社会支援体制

の構築を目指していく。仮名加工情報の活用で、地域では技術開発等につなげていき、国や自治

体では、迅速正確な状況把握によりデジタルトランスフォーメーションが促進される。結果、組織そ

のものが変革されていくことを先々の展望として考えている。

　保健医療福祉サービスにおけるデータの活用は、これまでの「データをどう使うか」という視点だ

けではなく、「データがどう使われるか」、したがって、医療・福祉従事者、行政と患者が「データ

がどう役に立つのか」を互いに考え、価値を共創する、共に創る意識で取り扱うという視点が必要

になってくる。

　その意味において、PHRは価値共創型の共通した情報のプラットフォームともいえる。PHRの活

用で、患者個人レベルではQOLの向上や症状の改善など、一人一人のセルフマネジメントが行いや

すくなり、そのアウトカムも踏まえ、さらに社会で支援策を講じるなどの体制に結び付けられるので

はないか。

質 疑 応 答

A　 すばらしいご提案。日記をつけていただく
など、さまざまな活用の方法があると思う。

例えば複数の医療機関を受診している慢性疼痛の患者さんがいて、その情報を
本人が説明しづらいときに、雇用主がこういった情報があれば産業医と話し
合ってどの程度の作業をさせられるというように、PHR を情報共有に役立てる
という形を考えられると思う。そのようなイメージでよいか。

PHR 活用の展望

まとめ

Q　
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　慢性疾患セルフマネジメントプログラム（CDSMP）の目的は、参加者が「症状・治療」「社会生活」
「感情」という３つの課題のセルフマネジメントの知識やスキルを習得し、これらの知識やスキルを活
用して病気が日常生活に及ぼす影響を最小限にし、自分で問題解決をしながら生きていける人になれ
るよう支援することである。一人ではなく、さまざまな慢性疾患を持つ人たちと一緒にセルフマネジ
メントの課題に取り組むことで、思考、感情、行動においてより前向きになることができる。
　慢性の痛みを抱えて生きる人たちは、毎日の生活の中で日常的に自分の痛みの状態から生じるさま
ざまな問題を管理していかなければならない。医療者に痛みの管理を任せるのではなく、患者自らが
より主体的に痛みの状態を管理できるようになれば、生活の質を高めていくことができると考える。

岡谷　恵子　博士 （看護学）、 看護師

1995-2006　公益社団法人日本看護協会に勤務（常任理事・専務理事）
2007-2012　近大姫路大学（現、姫路大学）看護学部教授（学部長）
2013-2017　東京医科大学医学部看護学科教授（副学長・学科長）
2017-2020　一般社団法人日本看護系大学協議会に勤務（常任理事）
2021-　　………四天王寺大学看護学部教授（学長補佐・学部長）

Keiko…Okaya,…RN,…PhD

1995-2006　Senior…Managing…Director,…Japanese…Nursing…Association
2007-2012　Dean…and…Professor,…Kindai…Himeji…University,…School…of…Nursing
2013-2017　…Vice-president,…Dean…and…Professor,…Tokyo…Medical…University,…School…of…

Nursing…
2017-2020　…Executive…Director,…Japan…Association…of…Nursing…Programs…in…

Universities
2021-　　　Dean…and…Professor,…Shitennoji…University,…Faculty…of…Nursing

講演Ⅱ 12:00-13:00

   痛みのセルフマネジメント
　 岡谷恵子
　 四天王寺大学看護学部教授
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　セルフマネジメントの習得に必要なことは、①根拠に基づいた情報、②サポート（支持的な環
境）、③教育／学習の機会である。②は、問題解決や意思決定の方法の習得を促進する。③は、
適切な資源を利用して行動パターンを変容させるための契機を提供する。
　慢性疾患セルフマネジメントプログラム（CDSMP）を開発したスタンフォード大学のLorig 博
士は、研究の結果、慢性疼痛によって生じる日常的な問題を適切に自己管理するための課題は
以下の 6つであると提唱している。すなわち、①医療者とのパートナーシップの構築、②患者が
能動的に認知行動療法のような行動パターンを取り入れることにより、身体機能を最大化し、痛
みやその他の症状を軽減すること、③他者との重要な関係性や有意義な生活における役割の維
持を行っていくために、必要に応じて、家族の間、あるいは仕事における責任や役割を調整する
こと、④慢性的な痛みを抱えて生活する中で生じるさまざまな感情の調整、⑤ストレス管理、運動、
食事、睡眠などを中心とした健康的な生活スタイルの獲得と維持、⑥薬物療法や手術、補完療
法といった治療的介入の決定の管理である。

　CDSMPとは、Chronic…Disease…Self-Management…Programの略称である。1980 年代から
スタンフォード大学医学部の患者教育研究センターが開発を始め、慢性疾患を持つ人たちを対象
として自己管理の技術獲得を支援する実践的な教育プログラムとなっている。現在では世界20
カ国以上で展開され、日本では 2005 年からこのプログラムを導入し始めた。
　CDSMPの主な目的は、その人の現在の問題を解決してあげることではなく、その人がセルフ
マネジメントプログラムで得たスキルを基に人生のさまざまな問題に対して自分で問題解決をしな
がら生きていける人になれるよう支援することである。CDSMPでは、①症状・治療のマネジメン
ト、②社会生活のマネジメント、③感情のマネジメントという3つの課題に取り組むことで、病気
が日常生活に及ぼす影響を最小限にして日々の生活をより良いものにすることができると考えられ
ている。また、この3つの課題に対処するために、①自分の感情に対処すること、②日常的に運
動すること、③薬を正しく使うこと、④周りの人と良い関係を作ること、⑤適切な食生活をすること、
⑥治療についてよく理解することという6つのテーマを取り上げて、このテーマに対処するための
スキルや知識を学んでいく。
　CDSMPは、ワークショップ形式による学習プログラムになっている。構成人数は 8～16人で、
1週間に1回ずつ 6週間かけて連続で実施される。リーダーと呼ばれる二人の進行役が進行マ
ニュアルに沿って進めていくが、このうち一人は必ず慢性疾患を持つ患者であることと決められて

セルフマネジメント（自己管理）の習得

CDSMP の概要
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いる。ワークショップでは自分のペースで自由に話せる安全な空間を作ることを重視していて、話
したくない人は話さなくてもいいし、発言を強要されることもない。

　CDSMPでは、病気で困っていることに対して解決する方法をグループの中で一緒に考えてい
くことになる。横断的技術として、「問題解決法」「意思決定」「アクションプラン」を学ぶ。個
別的技術として、症状・治療で困ることに対しては、薬の使い方、健康な食事、医療者との協働、
睡眠、適切な運動など、生活で困ることに対しては、良いコミュニケーションの取り方、疲労の
管理、災害の備えなど、感情で困ることに対しては、怒りやイライラ、焦燥感、不安への対処方
法や、肯定的な考え方、認知を変えていくスキルなどを学ぶ。

　CDSMPの理論的背景には、Bandura が社会学習理論の中で提唱した自己効力理論がある。
これは自己効力感によって人間の行動を解明する理論である。結果予期より効力予期が大きいも
のを決定して行動し、その結果をフィードバックしていくという考え方で、アクションプランを使っ
て自己効力感を高めていく。
　病気の人は自己効力感（効力予期）が低くなりがちである。効力予期が低いと新しい行動を起
こすことが非常に難しいため、自己効力感、特に効力予期を高めていくことがセルフマネジメント

CDSMP で学ぶ内容

意欲（自己効力感）を高める方法

「問題解決法」 ○本当の問題が何かを落ち着いて考える。
 ○問題解決のための方法を書き出して 1つずつ試す。
 ○ 自分のアイデアで解決できなければ、他者に聞いたり、本で調べたりして

更にアイデアを試す。
 ○ それでも解決できないときは、今は解決できないこととして受け入れ、別の

ときに改めて取り組む。

「意思決定」 ○悩んでいることを「…するべきか否か」という問いにする。
 ○ 賛成と反対の理由を書き出して、1つずつ自分にとっての重要度を考え、

最重要を 5 として 1から 5 の点数を付ける。
 ○ 賛成、反対、それぞれの得点を合計し、自分の直感も含めて総合的に判断

する。

「アクションプラン」 ○やりたいことを1週間でできることにする。
 ○結果ではなく、行動で考える。
 ○何を、どれだけ、いつ、1週間に何回行うのか、具体的に決める。
 ○達成する自信が 10 段階で 7 以上あるものを選ぶ。
 ○ 1週間ごとに振り返り、できていたら自分を褒める。
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にとっては必要な要素になる。自己効力感を高めるポイントとしてBandura が説明しているのは、
①自分自身の成功体験、②他者の成功体験から学ぶこと、③言語による具体的な励まし、④心
地よさである。
　CDSMPのワークショップでは、毎週アクションプランを立てて実行し、次の週のセッションで
結果を発表するということを6週間繰り返して行う。義務ではなく自分でやりたいこと、そして1
週間でできることを実行し、達成感を味わっていく。他者の発表を聞くことで、他者の成功体験
が自分の成功体験につながる。他者ができなかったという体験でも、一緒に問題解決を支援す
ることで、自分も人の役に立てる、人の助けになってよかったという思いを持つこともできる。グルー
プの中で励まして認められるという感覚を持つことで心地よさを得て、自己効力感を高めることが
できる。「病気によってできないことが増える」「人に助けてもらってばかり」という気持ちから、「で
きること、やりたいことがある」「人を助けることができる」「つらいのは自分だけではない」「症状
があってもできることをやろう」という気持ちになっていく。これがアクションプランの狙いである。

　評価研究によると、CDSMP受講者には、健康状態の自己評価、健康状態についての悩みの
解決、症状への認知的対処実行度、医師とのコミュニケーション、健康問題に対処する自己効力感、
日常生活充実度、ストレス対処能力、運動時間といった項目で改善がみられた。また、服薬アド
ヒアランスが改善し、病気を持っているゆえに生じる引け目や追い込まれるような感情が解かれ、
6週間にわたってアクションプランを繰り返すことによって実際の生活や行動に変化がもたらされ
るという結果も出ている。

　CDSMPは、やりたいことをするための学習プログラムである。症状・治療の自己管理だけで
はなく、生活や感情の自己管理についても学ぶことで、自己効力感を向上させ、意欲を引き出す
ことができる。CDSMPのワークショップに参加することで心の向きや認知が変わって行動が変
わったという多くの声があり、調査研究により効果の検証も行われている。CDSMPのワークショッ
プは、慢性疾患の如何を問わず参加できることから対象疾患が広く、集いの場としてピアサポー
トが受けられる。一人でセルフマネジメントの力を高めていくことは難しい。グループの中で同じ
ような悩みを抱える人と一緒に考え、行動することによってセルフマネジメントの力を付けていくこ
とが可能になるプログラムとしてCDSMPの導入を日本でも更に進めていきたい。

CDSMP のエビデンス

まとめ
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　本研究課題の令和 4年度調査結果の考察を深め、研究成果を実践に還元するために、海
外における先進的な慢性の痛み患者の就労支援の実際を視察し意見交換を行う。米国のシ
アトルは多様な人種が就労し、また慢性疾患のセルフマネジメントプログラムを多数実施
しているため、次の機関を訪問する。

　　　　[ 研究分担者 ]…丸谷美紀（国立保健医療科学院統括研究官（保健指導研究分野））
　　　　[ 研究協力者 ]…松繁卓哉（国立保健医療科学院医療・福祉サービス研究部）
　　　　[ 研究協力者 ]…湯川慶子（国立保健医療科学院政策技術評価研究部）

   海外における慢性の痛み患者の就労支援視察
　 丸谷美紀
　 国立保健医療科学院統括研究官
　 （保健指導研究分野）

海外における慢性の痛み患者の就労支援視察班

・ワシントン大学（Dr.Denison）: 疫学調査研究の詳細、実践に関する視察、意見交換。
・YMCA（スタッフ・参加者）: 予防・健康増進プログラムの実際の視察、意見交換。
・ Megumi 保育園、スカイライン介護施設等（管理者・職員）：職員の慢性の痛み予防

管理の視察、意見交換。
・ シアトル市内の Aging and Disability Services Area Agency（高齢者 & 障害者サー

ビス地域団体（スタッフ・参加者））: セルフマネジメントプログラム実施課題等の視
察、意見交換。

丸谷　美紀　博士 （看護学）、 保健師

1985-2000…　市川市役所　保健師として勤務
2000-2006…　千葉大学大学院博士課程在学
2006-2014…　千葉県立衛生短期大学、千葉県立保健医療大学勤務（准教授）
2014-2018…　国立大学法人鹿児島大学勤務（教授）
2018-2023…　国立保健医療科学院勤務（統括研究官）

Miki…Marutani,…PhD,…public…health…nurse
1985-2000　work…in…Ichikawa…health…center…(public…health…nurse)
2000-2006　study…at…graduate…school…of…Chiba…University
2006-2014　work…at…Chiba…Prefectural…University…of…Health…Sciences
　　　　　　………(associate…professor…of…public…health…nursing)
2014-2018　work…at…Kagoshima…University…(professor…of…public…health…nursing)
2018-2023　work…at…National…Institute…of…Public…Health…(Research…Managing…Director)
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別紙１  

訪 問 先 
１．University of Washinton ワシントン大学 

 
https://www.washington.edu/ 

 
Washington市のベイエリアにあるキャンパスは、歴史ある建物と新しい建物が融合している。 
 
 

（資料 3）別紙１ 訪問先 
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２．University of Washinton Medicine ワシントン大学医学部付属病院 

 
https://www.uwmedicine.org/ 
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ワシントン大学病院内の案内図。世界的に高い評価を受けている。 
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3．The Hans Rosling Center for Population Health 

 
https://www.washington.edu/populationhealth/hans-rosling-center/ 
 

 
 
Kushang Patel 准教授, Paige Denison, Lesley E. Steinmanと痛みの疫学や管理について議論した。 
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４．YMCA 
Coal Creek Family YMCA | YMCA of Greater Seattle (seattleymca.org) 

 
 

 
 
 
 
 

 
シアトルの住宅地の中にあり、多くのエクササイズやプログラムが実施されている。 
託児所なども併設されていて、子育て中の家族なども利用しやすい。 
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YMCAで実施されているプログラム 

 
https://www.seattleymca.org/locations/coal-creek-family-ymca 
 
多くの健康増進プログラムが実施されており、高齢者、児童、若者、家族向けなど多様なニーズに対応し
ている。特に高齢者向けには、水中エクササイズやヨガやダンス、ズンバなどが行われている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



78 
 

５．めぐみ幼稚園 Megumi Pre-School 

 
https://www.megumipreschool.com/jpn 
 
めぐみ保育園は、アメリカ合衆国、ワシントン州のベルビュー市にて、就学前の乳幼児を対象に、日本語
および日本文化を取り入れたカリキュラムに添って保育を行っている。 
 
子どもの世話をする保育士や職員に、慢性痛のマネジメントについてヒアリングを実施した。 
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６．日系マナー Nikkei Manor 
 

 
https://keironw.org/ 
 
ワシントン州シアトルのインターナショナルディストリクトに拠点を置くシニアリビングコミュニテ

ィであり、24 時間の生活サポートで高齢者が安心して暮らせる独立アパート型施設（アシステッド・リ
ビング・ホーム）である。 
多くの日系人、日本人が利用し、専門スタッフが高齢者の生活支援を行っている。 

 
介護施設職員から、慢性疼痛を持ちながら就労するための工夫等についてヒアリングを行った。 
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７．Washington 市 市役所 
City of Seattle, Human Services Department 
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８．Kin On Community Health Care 

 
https://kinon.org/ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Kin On は、広大な土地に、アジア系の雰囲気の建物が建てられ、アジアの文化なども行われている。 
スタッフと healthy-living-program や、健康教育に関する議論を行った。 

https://kinon.org/
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Kin Onの healthy-living-program  

 
https://kinon.org/healthy-living-program/ 
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一人暮らしの高齢者にとって、学習が脳の弾力性と認知能力を向上させるためヘルシーリビングプログ
ラムは重要である。Kin On の健康的な生活のプログラムは、生涯学習、クリエイティブエイジング プロ
グラム、健康教育セミナーを通じて、アジアの成人や高齢者の身体的、精神的、社会的活動を維持するこ
とを目的としている。 

 
＊フィットネス＆ウェルネス：太極拳、ダンス、フィットネス 
＊アート＆クラフト：クラフトとチャットのクラスで新しいものを作ることを学び、 

中国の絵画や書道などの新しいスキルを学ぶ 
＊テクノロジー：スマートラボでは、コンピュータースキルの習得、スマートフォンの活用、 

インターネットの使用に役立つクラスを提供 
＊社交：麻雀やカラオケなどで新しい友達に会い社交性を高める 

 
Health Education（健康教育）として最新の健康情報と時事問題を常に把握 

健康を維持し、十分な情報を得る方法を学ぶ。 
糖尿病をより適切に管理する方法を学んだり、食事や運動でコレステロールを下げたり、老化の悪
影響を食い止めるための戦略を模索したり、さまざまなクラスやセミナーを提供して、健康でアク
ティブな状態を維持する。 
※Kin Onは、次のエビデンスに基づくプログラムを提供する認定を受けている。 

・慢性疾患自己管理プログラム（CDSMP） 
・糖尿病自己管理プログラム 

 
https://kinon.org/healthy-living-program/health-education/ 





令和 ５年 ３月 ３１日 
厚生労働大臣 殿 

                                                                                              
                   
                              機関名 国立保健医療科学院 

 
                      所属研究機関長 職 名 院長 
                                                                                      
                              氏 名 曽根 智史       
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 慢性の痛み政策研究事業                                         

２．研究課題名 慢性の痛み患者への就労支援の推進に資する研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名） 研究情報支援研究センター 特任研究員                                 

    （氏名・フリガナ） 水島 洋 ﾐｽﾞｼﾏﾋﾛｼ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■  □ ■ 国立保健医療科学院 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 ５年 ３月３１日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 国立保健医療科学院 

 
                      所属研究機関長 職 名 院長 
                                                                                      
                              氏 名 曽根 智史       
 

   次の職員の令和４年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管

理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  令和 4 年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金（慢性の痛み政策研究事業）    

２．研究課題名  慢性の痛み患者への就労支援の推進に資する研究      

３．研究者名  （所属部署・職名）  統括研究官（保健指導研究分野）               

    （氏名・フリガナ）  丸谷美紀・マルタニミキ                        

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立保健医療科学院 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2023年  3月  16日 
厚生労働大臣 殿 

                                                                                              
                   
                              機関名 国立病院機構新潟病院 

 
                      所属研究機関長 職 名 院長 
                                                                                      
                              氏 名 中島 孝       
 

   次の職員の令和 4 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名   慢性の痛み政策研究事業                                        

２．研究課題名   慢性の痛み患者への就労支援の推進に資する研究                                        

３．研究者名  （所属部署・職名） 国立病院機構新潟病院・院長                                 

    （氏名・フリガナ） 中島孝・ナカジマタカシ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立保健医療科学院 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和５年３月16日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 群馬県立県民健康科学大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 柏倉 健一       
 

   次の職員の令和４年度厚生労働行政推進事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  慢性の痛み政策研究事業                                        

２．研究課題名  「慢性の痛み患者への就労支援の推進に資する研究」                                         

３．研究者名  （所属部署・職名）  群馬県立県民健康科学大学 教授                                

    （氏名・フリガナ）  高井ゆかり・タカイユカリ                                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立保健医療科学院 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 





令和 ５ 年 ３ 月 ３１日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 国立大学法人新潟大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 牛 木 辰 男         
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名   慢性の痛み政策研究事業                                        

２．研究課題名   慢性の痛み患者への就労支援の推進に資する研究 （ 22FG1001）                                       

３．研究者名  （所属部署・職名） 新潟大学医歯学総合病院 リハビリテーション科・病院教授                                 

    （氏名・フリガナ） 木村 慎二・キムラ シンジ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立保健医療科学院 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □  ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 





令和５年４月１日 
厚生労働大臣 殿 
 
 

                                                                                            
                              機関名  順天堂大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                      
                              氏 名  新井 一          
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名   慢性の痛み政策研究事業                               

２．研究課題名   慢性の痛み患者への就労支援の推進に資する研究                    

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部・准教授                            

    （氏名・フリガナ） 田邉 豊（タナベ ユタカ）                      

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ☑   □ ☑ 国立保健医療科学院 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □ ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 ５年 ３月３１日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 国立保健医療科学院 

 
                      所属研究機関長 職 名 院長 
                                                                                      
                              氏 名 曽根 智史       
 

   次の職員の令和４年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管

理については以下のとおりです。 

１．研究事業名   慢性の痛み政策研究事業                            

２．研究課題名   慢性の痛み患者への就労支援に資する研究 （課題番号 22FG1001）        

３．研究者名  （所属部署・職名） 研究情報支援研究センター・特任研究員              

    （氏名・フリガナ） 橘 とも子・タチバナ トモコ                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立保健医療科学院 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


